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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

 

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

(1)連結経営指標等    

売上高（百万円） 59,984 58,434 60,061 60,839 64,765

経常利益（百万円） 3,824 4,198 4,856 5,183 5,479

当期純利益（百万円） 2,030 2,246 2,897 2,930 3,078

純資産額（百万円） 36,752 38,961 41,738 44,594 48,139

総資産額（百万円） 78,240 74,761 80,423 81,835 80,918

１株当たり純資産額（円） 801.46 856.54 905.74 968.99 1,016.00

１株当たり当期純利益（円） 42.62 47.50 61.68 62.00 66.90

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

40.21 45.96 61.25 61.52 66.50

自己資本比率（％） 47.0 52.1 51.9 54.5 58.0

自己資本利益率（％） 5.6 5.9 7.2 6.8 6.7

株価収益率（倍） 8.8 12.3 11.5 16.0 13.9

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

5,775 5,620 5,244 4,847 3,906

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

304 △1,155 △2,506 452 △3,157

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△1,140 △5,627 △394 △1,283 △5,854

現金及び現金同等物の期末残
高（百万円） 

8,993 7,824 10,357 14,262 9,162

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

1,270 
［276］

1,160
［247］

1,338
［257］

1,403 
［270］

1,407
［291］



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２. 提出会社の第70期１株当たり配当額12円のうち２円は創立50周年記念配当である。 

３. 提出会社の第71期１株当たり配当額12円のうち２円は特別配当である。 

４．提出会社の第72期１株当たり配当額15円のうち３円は特別配当である。 

５．提出会社の第73期１株当たり配当額15円のうち３円は特別配当である。 

６．純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用

している。 

  

  

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

(2)提出会社の経営指標等     

売上高（百万円） 50,153 49,847 50,778 49,788 50,573

経常利益（百万円） 3,451 3,612 4,045 4,178 4,239

当期純利益（百万円） 1,718 2,006 2,527 2,543 2,516

資本金（百万円） 12,334 12,334 12,334 12,334 12,334

発行済株式総数（千株） 47,313 47,313 47,313 47,313 47,313

純資産額（百万円） 37,033 39,012 41,322 43,682 45,352

総資産額（百万円） 71,816 68,378 72,131 74,041 71,916

１株当たり純資産額（円） 806.83 856.82 895.77 948.18 979.99

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間配当額) 
（円） 

10.00 
（5.00）

12.00
（5.00）

12.00
（5.00）

15.00 
（6.00）

15.00
（6.00）

１株当たり当期純利益（円） 36.21 42.62 53.89 53.94 54.61

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

34.21 41.26 53.52 53.53 54.29

自己資本比率（％） 51.6 57.1 57.3 59.0 63.1

自己資本利益率（％） 4.7 5.3 6.3 6.0 5.7

株価収益率（倍） 10.4 13.7 13.2 18.4 17.0

配当性向（％） 27.62 28.15 22.27 27.81 27.47

従業員数（人） 403 382 380 357 344



２【沿革】 

 当社（昭和44年11月商号を日新製鋼株式会社より積水アドヘヤ工業株式会社に、さらに昭和45年６月積水樹脂株式会社に変

更）は、昭和45年10月大阪市北区玉江町２丁目２番地所在の積水樹脂株式会社（以下旧積水樹脂株式会社という）を吸収合併

（旧積水樹脂株式会社の額面変更のため）したが、合併期日前の当社は休業状態であったため、企業の実体は旧積水樹脂株式会

社が合併後もそのまま存続しているのと同様の状態にあるので、当社の沿革については、実体会社である旧積水樹脂株式会社に

ついて記述する。 

  

 

昭和29年11月 商号をアドヘヤ紙工株式会社として大阪市北区宗是町１番地に本店、大阪市旭区生江町１丁目

116番地に本社事務所並びに大阪工場を設置、資本金400万円にて特殊接着剤を応用したアドヘヤ

封筒の製造販売開始 

昭和29年12月 商号をアドヘヤ化工株式会社と変更 

昭和37年５月 枚方工場開設 

昭和38年５月 商号を積水アドヘヤ工業株式会社と変更 

昭和43年５月 土浦工場開設 

昭和45年４月 アドヘヤ・サービス株式会社（現積水樹脂商事株式会社）設立 

昭和45年６月 商号を積水樹脂株式会社と変更 

昭和45年10月 株式額面変更のため大阪市旭区生江町１丁目116番地所在の積水樹脂株式会社（旧商号日新製鋼

株式会社）に吸収合併される 

昭和45年10月 東北ジスロン株式会社（現東北積水樹脂株式会社）設立 

昭和46年４月 大阪証券取引所市場第二部に上場 

昭和46年５月 滋賀工場開設 

昭和46年７月 株式会社ネヤガワ製作所（枚方積水樹脂株式会社）設立 

昭和47年４月 北陸積水工業株式会社（現エスジェイシーリアルティ株式会社）石川工場を譲り受け、当社石川

工場を開設 

昭和48年10月 東京証券取引所市場第二部に上場 

昭和49年１月 セキスイジュシＢ．Ｖ．設立 

昭和53年11月 大阪工場を枚方工場に移転吸収、同地に開発本部設置 

昭和57年１月 事業本部制を採用 

昭和61年９月 東京証券取引所並びに大阪証券取引所市場第一部に指定替え上場 

昭和62年６月 竜王工場開設 

昭和62年６月 積樹道路株式会社設立 

平成元年10月 営業母店制を採用し、支店の管轄下に営業所を配置 

平成２年１月 セキスイジュシアメリカ、Inc.設立 

平成２年４月 本部事業部制（小事業部制）を採用 

平成２年５月 つくば工場開設 

平成２年６月 中国ジスロン株式会社（現広島積水樹脂株式会社）設立 

平成２年10月 新研究所「Ｒ＆Ｄプラザ」並びに広島東城工場開設 

平成２年10月 キャップアイシステム株式会社（現積水樹脂キャップアイシステム株式会社）設立 

平成３年４月 デザインプラザ開設 

平成６年１月 東京本社開設 

平成６年２月 ポリカラー工業株式会社（現積水樹脂プラメタル株式会社）を買収 

平成７年７月 雪国製品研究所開設 

平成８年４月 滋賀工場及び竜王工場を合体して滋賀竜王工場、土浦工場及びつくば工場を合体して土浦つくば

工場に名称を変更 

平成９年４月 エスジェイシーインターナショナル株式会社（現積水樹脂インターナショナル株式会社）設立 

平成９年10月 スペーシア株式会社設立 

平成10年６月 北陸積水樹脂株式会社設立 

平成11年５月 土浦つくば積水樹脂株式会社設立 

平成11年６月 社内カンパニー制を採用、執行役員制の導入 



平成18年10月 積水樹脂プラメタル株式会社 関東工場開設 

  

 

平成12年４月 滋賀竜王積水樹脂株式会社（現滋賀積水樹脂株式会社）設立 

平成14年１月 青島積水樹脂有限公司設立 

平成14年４月 社内カンパニー制を廃止し、事業本部制を採用 

平成16年６月 滋賀竜王工場を滋賀工場に名称変更 

平成16年９月 滋賀工場鏡製造所開設 

平成16年９月 枚方工場廃止 

平成16年12月 滋賀積水樹脂株式会社に枚方積水樹脂株式会社を吸収合併 

平成16年12月 サンエイポリマー株式会社の株式を取得 

平成17年９月 積樹道路株式会社が株式会社アール・シー・アイと合併し、アールシーアイ・セキジュ株式会社

に商号変更 



３【事業の内容】 

 当社及び当社の関係会社（当社、国内子会社34社、海外子会社11社、関連会社9社、その他の関係会社1社の 56社（平成19年

３月31日現在）により構成）においては、道路・都市環境関連、住建生活・産業関連、その他の３部門に関係する事業を主とし

て行っており、各事業における当社及び当社の関係会社の位置付け等は次のとおりである。 

 なお、次の３部門は「第５ 経理の状況１．(1）連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一で

ある。 

  

（道路・都市環境関連事業） 

 当部門においては、防音壁材、道路標識、サイン・看板、路面標示材、電子システム関連製品、交通安全資材、太陽電池製

品、ソーラーモジュール、防護柵、高欄、公園資材、人工木材、照明灯、シェルター、人工芝等を製造・加工・販売及び工事施

工している。 

［主な関係会社］ 

（製造・加工・販売） 

東北積水樹脂株式会社、広島積水樹脂株式会社、三重積水樹脂株式会社、土浦つくば積水樹脂株式会社、滋賀積水樹脂株式

会社、宮崎積水樹脂株式会社、エスジェイシー成型株式会社、オーミテック株式会社、日本興業株式会社、近藤化学工業株

式会社 

（工事施工・販売） 

エスジェイシー寿株式会社、広島ジスライン株式会社、ロードエンタープライズ株式会社、アールシーアイ・セキジュ株式

会社 

（販売） 

積水樹脂インターナショナル株式会社、積水樹脂商事株式会社 

（サービス・その他） 

エスジェイシーファイナンス株式会社、株式会社エスジェイシーテクノサービス、積水樹脂情報サービス株式会社、積水樹

脂アカウンティングサービス株式会社、積水樹脂ゼネラルクリエイト株式会社、積水樹脂物流株式会社、株式会社エスジェ

イシー設計、株式会社エスジェイシー技術サポート、株式会社積水樹脂デザインセンター、株式会社積水樹脂技術研究所 

  

（住建生活・産業関連事業） 

 当部門においては、メッシュフェンス、住宅部材、手摺関連製品、外構製品、装飾建材、アルミ樹脂複合板、店舗什器、物干

用品、家庭用はかり、ホース、長さ計測器、農業資材、施設園芸資材、梱包資機材、ストレッチフィルム、組立システムパイ

プ、デジタルピッキングシステム等を製造・加工・販売している。 

［主な関係会社］ 

（製造・加工・販売） 

北陸積水樹脂株式会社、土浦つくば積水樹脂株式会社、滋賀積水樹脂株式会社、宮崎積水樹脂株式会社、エスジェイシー成

型株式会社、積水樹脂プラメタル株式会社、積水樹脂産商株式会社、積水樹脂キャップアイシステム株式会社、サンエイポ

リマー株式会社、スペーシア株式会社、セキスイジュシB.V.、青島積水樹脂有限公司、サミュエル・セキスイジュシスト

ラッピングLLC、日本興業株式会社、近藤化学工業株式会社 

（販売） 

積水樹脂インターナショナル株式会社、積水樹脂商事株式会社 

（サービス・その他） 

エスジェイシーリアルティ株式会社、エスジェイシーファイナンス株式会社、株式会社エスジェイシーテクノサービス、積

水樹脂情報サービス株式会社、積水樹脂アカウンティングサービス株式会社、積水樹脂ゼネラルクリエイト株式会社、積水

樹脂物流株式会社、株式会社エスジェイシー技術サポート、株式会社積水樹脂デザインセンター、株式会社積水樹脂技術研

究所、セキスイジュシアメリカ,Inc. 

  

（その他事業） 

 当部門においては、損害保険代理業等を扱っている。 

［主な関係会社］積水樹脂商事株式会社 

 



（事業系統図） 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりである。 

  

 

  



４【関係会社の状況】 

 

      平成19年３月31日現在

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容

議決権の所有
(被所有)割合 

関係内容 
所有
割合 
(％) 

被所有
割合 
（％）

(連結子会社)    

エスジェイシーリア
ルティ㈱ 

大阪市 
北区 

100 住建生活・産業関連 100.0 －

当社への不動産の賃貸を
している。なお、当社よ
り資金援助を受けてい
る。 
役員の兼任    ４名 
(うち当社従業員 １名) 

積水樹脂商事㈱ 
大阪市 
中央区 

72 
道路・都市環境関連
住建生活・産業関連 
その他 

100.0 －

当社製品の販売及び保険
代理業務をしている。 
役員の兼任    ５名 
(うち当社従業員 ３名) 

積水樹脂インターナ
ショナル㈱ 
（注）４ 

大阪市 
北区 

50 
道路・都市環境関連
住建生活・産業関連 

100.0 －

主に当社商品・製品・原
材料の輸出入並びに、海
外子会社等の管理をして
いる。なお、当社より資
金援助を受けている。 
役員の兼任    ４名 

滋賀積水樹脂㈱ 
滋賀県 
蒲生郡 
竜王町 

50 
道路・都市環境関連
住建生活・産業関連 

100.0 －

当社製品の製造加工を委
託している。 
役員の兼任    ６名 
(うち当社従業員 ２名) 

東北積水樹脂㈱ 
宮城県 
柴田郡 
柴田町 

40 道路・都市環境関連 100.0 －

当社製品の製造加工を委
託している。 
役員の兼任    ４名 
(うち当社従業員 １名) 

土浦つくば積水樹脂
㈱ 

茨城県 
土浦市 

40 
道路・都市環境関連
住建生活・産業関連 

100.0 －

当社製品の製造加工を委
託している。 
役員の兼任    ６名 
(うち当社従業員 ３名) 

北陸積水樹脂㈱ 
石川県 
能美市 

40 住建生活・産業関連 100.0 －

当社製品の製造加工を委
託している。 
役員の兼任    ５名 
(うち当社従業員 ２名) 

広島積水樹脂㈱ 
広島県 
庄原市 
  

10 道路・都市環境関連 100.0 －

当社製品の製造加工を委
託している。 
役員の兼任    ５名 
(うち当社従業員 ３名) 

セキスイジュシB.V. 
オランダ 
ルールモン
ド市 

千ユーロ 
4,344 

住建生活・産業関連 100.0 －

ヨーロッパにおける産業
資材の製造販売をしてい
る。 
役員の兼任    ４名 
(うち当社従業員 １名) 

青島積水樹脂有限公
司 

中国 
山東省 

300 住建生活・産業関連 100.0 －

当社製品の製造加工を委
託している。なお、当社
より資金援助を受けてい
る。 
役員の兼任    ５名 
(うち当社従業員 ３名) 



 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数である。 

３．住所は、主要事業所の所在地を記載している。 

４．特定子会社に該当する。 

５．有価証券報告書を提出している。 

      平成19年３月31日現在

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容

議決権の所有割
合(被所有)割合 

関係内容 
所有
割合 
(％) 

被所有
割合 
（％）

セキスイジュシ 
アメリカ,Inc. 

アメリカ 
ジョージア
州 

千アメリカ 
ドル 
1,420 

住建生活・産業関連 100.0 －

米国における持株会社。
なお、当社より資金援助
を受けている。 
役員の兼任    ３名 

積水樹脂キャップア
イシステム㈱ 

東京都 
港区 

340 住建生活・産業関連
92.9
(1.2)

－

当社ピッキングシステム
の仕入及び販売をしてい
る。 
役員の兼任    ５名 
(うち当社従業員 １名) 

サンエイポリマー㈱ 
山口県 
岩国市 

30 住建生活・産業関連 76.1 －

合成樹脂製品の製造及び
販売をしている。 
役員の兼任    ４名 
(うち当社従業員 １名) 

スペーシア㈱ 
滋賀県 
湖南市 

490 住建生活・産業関連 65.3 －

組立システムパイプ及び
関連資材の製造及び販売
をしている。 
役員の兼任    ４名 
(うち当社従業員 ２名) 

  

積水樹脂プラメタル
㈱ 

長野県 
上伊那郡 
辰野町 

193 住建生活・産業関連
61.9
(0.3)

－

金属・樹脂複合板の製造
加工及び販売をしてい
る。 
役員の兼任    ５名 
(うち当社従業員 １名) 

その他   18社 ───   ────── － － ────── 

(持分法適用関連会
社) 

   

日本興業㈱ 
（注）５ 

香川県 
さぬき市 

2,019 道路・都市環境関連 22.8 －
建設資材の施工及び販売
をしている。 
役員の兼任    ３名 

近藤化学工業㈱ 
大阪府 
東大阪市 

30 
道路・都市環境関連
住建生活・産業関連 

20.0 －

合成樹脂コンパウンド、
各種合成樹脂押出成型品
等の製造及び販売をして
いる。 
役員の兼任    ２名 
  

その他   2社 ───   ────── － － ────── 

(その他の関係会社)      

積水化学工業㈱ 
（注）５ 

大阪市 
北区 

100,002 住建生活・産業関連 － 24.0

住宅部材等の受託生産に
よる原材料、製品の売買
をしている。 
役員の兼任    １名 
  



  

  



５【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載している。 

  

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数である。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3)労働組合の状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社）には労働組合及びそれに類する団体は存在しないが、労使関係は安定している。 

  

  

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

道路・都市環境関連事業 ５５２（１０６） 

住建生活・産業関連事業 ８０８（１８５） 

その他事業 １（  －） 

全社（共通） ４６（  －） 

合計 １，４０７（２９１） 

    平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

３４４ ３８．７ １４．５ ６，２６１，９２８ 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、堅調な企業収益に支えられた民間設備投資が増加したほか、雇用環境等の改善も

進み、景気は緩やかな回復基調を呈した。 

     このような経済環境の中、当社は関東圏での事業拡大をはかるべく、昨年１０月に事業部の一部につき東京に拠点を移す

とともに、連結子会社である積水樹脂プラメタル株式会社の関東工場を新設し、近年大きく売上を伸ばしているアルミ樹脂

複合板の増産体制を整えた。 

     さらに、コア製品の拡売や販売網の一層の強化に努めるとともに積水樹脂グループの強化・拡充をはかるべく子会社の独

立性を高めるための施策を推進した。 

当連結会計年度の売上高は６４７億６千５百万円（前期比６．５％増）、営業利益は５４億８千６百万円（前期比７．

２％増）、経常利益は５４億７千９百万円（前期比５．７％増）、当期純利益は３０億７千８百万円（前期比５．０％増）

となった。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

  

①道路・都市環境関連事業分野 

道路・交通環境関連製品：交通安全製品は環境に優しいソーラー仕様のＬＥＤ情報板「オプトマーカー」を始めとする電

子製品や事故防止対策製品の車線分離標「ポールコーン」が国内と欧州で好調に売上を伸ばした。また、標識板やドライ

バーに情報を伝達する多色発光ＬＥＤ情報板「マルチパタン」が、各地の道路整備事業に採用され、売上に貢献した。防

音壁は、発注減少の影響を受けて前期を下回る成績に終った。 

 街路・橋梁関連製品：「景観ガイドライン」を背景に、傾斜地での施工性に優れた歩行者用防護柵「フレックスロープ」

が売上増となったほか、車両用防護柵も大幅な伸長を示した。また、高欄は補修物件の受注等により順調な伸びをみせ

た。シェルター関連製品も民需向け自転車置場物件の積極的な受注活動と品揃え努力があいまって堅調に推移した。 

 サイン・公園スポーツ施設関連製品：リサイクル製品の人工木材「スーパーオレンジウッド」は、耐久性、耐候性等を評

価され、大手建材メーカー向けに大きく売上を伸ばした。人工芝は品質に優れた「ドリームターフ」がプロサッカーチー

ムの練習グラウンドや大学のサッカー・ラグビー場向けに顕著な売上伸長を示した。サイン製品は大型物件の減少により

売上減を余儀なくされた。 

 この結果、道路・都市環境関連事業分野の売上高は２６４億７千９百万円（前期比２．７％増）、営業利益は２９億８千

４百万円（前期比１８．３％増）となった。 

  

②住建生活・産業関連事業分野 

住建関連製品：主力製品のメッシュフェンスは、優れた品質と施工性に加え、さらなる販売組織の強化や品揃え効果等に

より、引き続き好調な成績を収めることができた。めかくし塀もプライバシー保護機能に通風機能を付加した新製品がマ

ンションの外構向けに採用されるなど、好調な推移を示した。 

 生活・建材関連製品：生活関連製品は、ホースリール「アクアボックス」や室内物干「らくくみ」等の新製品が売上に寄

与したものの、価格競争の影響を受けた結果、前期並に推移した。建材関連製品はメタカラー建材がステンレス材からの

切り替え需要により売上を伸ばしたものの、店舗専用什器の大型物件減少により全体として低調な成績となった。 

     アルミ樹脂複合板は、看板用部材「アートパネル」が積極的な新規販売ルートの開拓等により大幅に売上伸長したほか、

仮設用防音パネルも建築工事の増加に伴い、建設現場向けに顕著な売上増を示した。 

 産業・緑関連製品：包材関連製品は、環境配慮製品である紙管のない梱包用バンド「コアレス」やエアー緩衝機材「マル

チパッドマシン・フィルム」が売上伸長した。緑製品は農家向け需要の減退により売上減となった。 

     組立システムパイプ製品は、セル生産部材として組立・加工企業に評価されるなど好調な成績を収めた。デジタルピッキ

ングシステム関連製品は、大手自動車メーカー向けに採用されるなど、売上は順調に推移した。 

 この結果、住建生活・産業関連事業分野の売上高は３７９億１千６百万円（前期比９．２％増）、営業利益は３５億３千

７百万円（前期比０．７％増）となった。 

  

③その他事業分野 

 商事部門は、前期を上回る成績となったほか、保険手数料収入も前期並に推移した。 

この結果、その他事業の売上高は３億６千９百万円（前期比１０．２％増）、営業利益は１千５百万円（前期比４９．

３％減）となった。 



  

(2)キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ５１億円減少

（前期比３５．８％減）し、９１億６千２百万円となった。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によって得たキャッシュ・フローは、前期と比較して９億４千１百万円減少（前期比１９．４％減）し、３９億６

百万円となった。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に使用したキャッシュ・フローは、前期と比較して３６億１千万円増加し、３１億５千７百万円（前期は、４億５

千２百万円の資金の増加）となった。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に使用したキャッシュ・フローは、前期と比較して４５億７千万円増加し、５８億５千４百万円となった。 

  

なお、キャッシュ・フローの詳細は、第２［事業の状況］７［財政状態及び経営成績の分析］（1）［財政状態（キャッシュ・

フロー）］に記載のとおりである。 

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．金額は、販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2）受注状況 

 主として見込生産を行っており、受注生産は殆ど行っていない。 

  

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．主な販売先について、相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合が100分の10未満につき、記載を省略している。

３．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

３【対処すべき課題】 

今後の経済情勢は設備投資や雇用の拡大等を背景に、景気回復が継続するものと思われるが、原油価格及び鉄鋼価格の高

騰や米国経済の減速等も懸念されるほか、為替や金利の動向等、経営環境の先行きは依然として不透明な状況が続くものと予

想される。 

このような状況のもと、中期経営計画「ＪＥＸ－７７７（Jushi-Expansion 777）」では、より強固な経営基盤を確立し、

さらなる成長路線の構築を進めていく。その初年度においては、４月１日付で地域・顧客重視の事業・営業体制を構築すべ

く、「道路・都市環境事業本部」「住建生活・産業事業本部」の２事業本部体制を「都市環境事業本部」「街路・住建事業本

部」「産業・生活事業本部」の３事業本部体制に再編成したことをはじめ、事業部・支店・営業所組織の大幅な改正を実施し

たほか、法務部門の充実とＣＳＲの対応強化をはかるため「法務・ＣＳＲ室」を新設した。 

また、１０月には全事業部の東京移転を予定しており、市場性、情報量の大きな関東圏でのさらなる事業拡大をはかって

いく。 

積水樹脂グループの全員が一丸となって中期経営計画の達成に取り組み、顧客満足、株主満足、従業員満足の向上に努め

ていく。 

  

 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％） 

道路・都市環境関連事業 27,032 △6.1 

住建生活・産業関連事業 36,714 16.1 

その他事業 341 2.8 

合計 64,089 5.5 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％） 

道路・都市環境関連事業 26,479 2.7 

住建生活・産業関連事業 37,916 9.2 

その他事業 369 10.2 

合計 64,765 6.5 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがある。当社グループはこれらのリスク発生の可能性を把握した上で、その発生の回避及び発生し

た場合の迅速・的確な対応に努める方針である。 

 なお、文中における将来に関する事項は当連結会計年度末現在において、当社が判断したものである。 

  

   (1)公共投資の縮減 

   当社グループは、公共事業に供される製品の製造・販売を行っている。公共事業は縮減傾向にあるものの、「景観法」の制定

による景観整備事業等、時代のニーズに即した事業に対しては、さらなる市場の拡大が見込めるので、その分野に特化した事

業活動を進めていくが、今後さらに公共事業の大幅な縮減がなされた場合には当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性がある。 

  

(2)原材料の市況・調達変動 

   当社グループは、石油製品や鉄鋼等の原材料購入価格の低減及びその安定調達に注力しているが、原材料の市況変動をタイム

リーに製品価格に転嫁できない場合並びに急激な原材料の入手難により調達遅れが発生した場合、当社グループの業績及び財

政状態に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(3)海外事業活動 

   当社グループの海外での事業活動には、予期しえない法律・規制・為替の変動、社会・政治的混乱、テロ並びに国際紛争の勃

発や流行性疾病の発生等のリスクが存在する。これらの事象が発現した場合、当社グループの海外での事業活動に悪影響を与

え、当社グループの業績や将来計画に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(4)知的財産権 

   当社グループは、開発された技術・製品を保護するために、特許等の知的財産権の確立を進めるほか、製品及び商品の製造・

販売に先立ち、第三者が保有する知的財産権を十分調査し、権利を侵害しないように努めている。しかし、予期しない事情に

より当社グループと第三者との間で知的財産権に関する紛争が発生し、当社グループに不利な判断がなされた場合には、当社

グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(5)製造物責任 

   当社グループは、製品の開発、生産にあたって安全性や品質に十分に配慮しているが、製品の予期しない欠陥によって、製品

回収や損害賠償につながる可能性がある。保険に加入し賠償に備えているものの、保険による補填ができない事態が発生した

場合、当社グループの業績及び財務状態に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(6)産業事故災害 

   当社グループは事業活動全般において無事故、無災害に努めているが、当社グループの工場において、万が一産業事故災害が

発生した場合、自社の保有資産に対しては保険に加入することで備えているものの、被災地域への損害賠償や社会的信用の失

墜、生産活動の停止による機会損失及び顧客に対する補償等により、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

がある。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 当社と積水化学工業株式会社との標章使用許諾に関する契約 

  

６【研究開発活動】 

    当社グループの研究開発は、基礎研究部門と製品開発部門に分けられる。基礎研究部門は、株式会社積水樹脂技術研究所に

おいて、既存コア技術の高度化及び拡大、ならびに新規材料の創出を目指した研究開発を進めている。製品開発部門は、各事

業分野に所属するそれぞれの開発部門が株式会社積水樹脂デザインセンターなどと相互協力をはかりながら、機能・コスト・

施工・デザイン等、多角的な観点から新製品開発を推進している。 

    当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は１７億２千４百万円であり、各事業分野別の研究目的、主要課題、研究

成果及び研究開発費は次のとおりである。なお、研究開発費については、株式会社積水樹脂技術研究所等で行っている基礎研究

等の各事業分野に配分できない費用６億７千８百万円が含まれている。 

  

（１）道路・都市環境関連事業分野 

道路・交通環境関連製品：防音壁は、環境の側面から、既に設置されているアルミ枠透明板の枠材を再利用したリサイクル透

明板を開発した。交通安全製品では、高齢者にも見やすいように視認性を向上させたＬＥＤ情報板を上市するとともに、積雪

寒冷地で市場ニーズが高い温度表示板について文字情報も付加できる高機能な大型温度表示板を開発した。一方、システム分

野では、超音波センサを活用した渋滞検知警告システム及びマイクロ波センサを活用した速度超過警告システムを上市したほ

か、７色発光マルチカラーのスクロール案内板を開発した。 

街路・橋梁関連製品：防護柵は「景観ガイドライン」に適合し、実車実験により安全性を確認した車両用防護柵「ＧＰＳ」の

高規格道路向けタイプを上市した。また、車止めは弾性機能を向上させた製品や民需向けの汎用製品を品揃えした。シェル

ター製品は、民需分野と官需分野両方の市場を視野に入れた通路シェルターを上市するとともに、マンション向け自転車置場

用や積雪寒冷地での耐雪型シェルター等の品揃えを強化した。 

サイン・公園スポーツ施設関連製品：人工芝はロングパイル人工芝「ドリームターフ」の品揃え強化を推進したほか、下層に

衝撃吸収層を備えたショックパッドタイプの販売を開始した。人工木材は中空断面の人工木デッキを市場投入した。サイン製

品については光源にＬＥＤを採用した薄型内照ポスターパネル「ルミポスター」を上市した。 

 当事業分野に係る研究開発費は５億３百万円である。 

  

（２）住建生活・産業関連事業分野 

住建関連製品：メッシュフェンス、めかくし塀の主力外構製品に「景観ガイドライン」記載のグレーベージュの近似色である

「ステンカラーシリーズ」を品揃えした。また、優れた施工性、意匠性、通風性を兼ね備えながらも十分なプライバシー保護

機能を持ったスチール製ルーバー形状通風タイプのめかくし塀Ⅴ型において、高尺タイプを新たに上市したほか、施工性、現

地加工性を向上させた防音めかくし塀ＰＳ－４型を上市した。 

生活・建材関連製品：生活製品は、市場での評価の高い物干「らくくみ」シリーズ、つっぱりポール「瞬着」シリーズ、散水

ホース「アクアボックス」シリーズの品揃え強化をはかった。建材製品は「メタカラー」のステンレス複合板シリーズ・巾木

シリーズの製品群を集中的に開発上市した。 

産業・緑関連製品：梱包用バンドは５ｍｍバンドを開発するとともに、細物バンド用梱包機のトップメーカーであるＭＯＳＣ

Ａ社（ドイツ）との提携による５ｍｍバンド専用梱包機を昨年１０月に同時上市した。緑製品では、獣害防止の電気柵用に、

碍子付きポールを上市し、施工性の容易さから市場より好評を得ている。 

 当事業分野に係る研究開発費は５億４千２百万円である。 

  

 

  ①契約の内容 積水化学工業株式会社の所有する一定の標章（商標を含む）の使用許諾を受ける。 

  ②期間 昭和55年４月１日より３ヶ年間。 

但し、上記契約は期間満了に伴い更新された。期間満了後特別の事情のない限り、さらに

３年継続し、以後この例による。 

  ③対価 年額１千８百万円 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）財政状態 

（流動資産） 

当連結会計年度末における流動資産の残高は、４８２億７千４百万円(前連結会計年度末は５０５億８千４百万円)となり、

２３億１千万円減少した。減少の主なものは現金及び預金の減少(前期比５１億円減)であり、その減少要因は借入金の返済

によるものである。 

  

（固定資産） 

当連結会計年度末における固定資産の残高は、３２６億４千４百万円(前連結会計年度末は３１２億５千１百万円)となり、

１３億９千３百万円増加した。増加の主なものは有形固定資産における機械装置及び運搬具の増加(前期比７億２百万円

増)、並びに建物及び構築物の増加(前期比４億３百万円増)であり、その増加要因はアルミ樹脂複合板の製造工場(関東)建設

及び生産設備の新設によるものである。 

  

（流動負債） 

当連結会計年度末における流動負債の残高は、２７８億４千５百万円(前連結会計年度末は３１３億５千２百万円)となり、

３５億６百万円減少した。減少の主なものは短期借入金の減少(前期比５５億５千９百万円減)であり、その減少要因は借入

金の返済によるものである。 

  

（固定負債） 

当連結会計年度末における固定負債の残高は、４９億３千３百万円(前連結会計年度末は４９億５千９百万円)となり、２千

５百万円減少した。増減の主なものは長期借入金の増加(前期比４億９千９百万円増)の一方で退職給付引当金の減少(前期比

２億８百万円減)並びに役員退職慰労引当金の減少(前期比２億６千５百万円減)によるものである。 

  

（純資産） 

当連結会計年度末における純資産の残高は、４８１億３千９百万円(前連結会計年度末は４４５億９千４百万円)となり、３

５億４千５百万円増加した。増加の主なものは、当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成１７年１２月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準適用指針第８号 平成１７年１２月９日)を適用したことに伴い１２億４百万円増加(少数株主持分)したこと及

び利益剰余金の増加(前期比２３億５百万円増)である。 

  

（キャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ５１億円減

少（前期比３５．８％減）し、９１億６千２百万円となった。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において営業活動によって得たキャッシュ・フローは、前期と比較して９億４千１百万円減少（前期比１

９．４％減）し、３９億６百万円となった。 

これは、税金等調整前当期純利益５３億５千７百万円等による資金増加の一方、当連結会計年度末日が休日であったため売

上債権が増加したことや法人税の支払い等を行ったことが主な要因である。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において投資活動に使用したキャッシュ・フローは、前期と比較して３６億１千万円増加し、３１億５千７

百万円（前期は、４億５千２百万円の資金の増加）となった。 

これは、アルミ樹脂複合板の製造工場の建設を行ったことや、投資有価証券の購入を行ったこと等が主な要因である。 

  

 



（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において財務活動に使用したキャッシュ・フローは、前期と比較して４５億７千万円増加し、５８億５千４

百万円となった。 

これは、借入金の返済及び配当金の支払い等を行ったことが主な要因である。 

  

（2）経営成績 

 当連結会計年度のわが国経済は、堅調な企業収益に支えられた民間設備投資が増加したほか、雇用環境等の改善も進み、

景気は緩やかな回復基調を呈した。 

 このような経済環境の中、連結子会社である積水樹脂プラメタル株式会社の関東工場を新設し、近年大きく売上を伸ばし

ているアルミ樹脂複合板の増産体制を整えるとともに、コア製品の拡売や販売網の一層の強化に努めてきたことなどによ

り、売上高は６４７億６千５百万円（前期比３９億２千６百万円増）と前年を上回る成績となった。 

 利益面についても、売上高が増加したことにより、営業利益は５４億８千６百万円（前期比３億６千６百万円増）とな

り、経常利益においても５４億７千９百万円（前期比２億９千６百万円増）と前期を上回る成績となった。 

 また、当期純利益についても、３０億７千８百万円（前期比１億４千７百万円増）と前期を上回る成績となった。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）では、生産体制の合理化、コストの削減、新製品の研究開発と上市等に注力し、当連結

会計年度は全体で２９億８千８百万円（有形固定資産分のみ）の設備投資を実施した。 

 道路・都市環境関連事業においては、当社における新製品開発案件を中心に３億３千万円の設備投資を実施した。 

 住建生活・産業関連事業においては、関東圏への事業拡大をはかるべく、アルミ樹脂複合板製造設備の増強を中心に２６億５

千６百万円の設備投資を実施した。 

 所要資金についてはいずれの投資も自己資金を充当した。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりである。 

(1)提出会社 

  

 

      平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数 
(人) 

建物及
び構築
物 

機械装
置及び
運搬具 

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

土浦つくば工場 
土浦製造所 

(茨城県土浦市) 

道路・都市環
境関連事業 

路面標示材 
生産設備 

256 35 64 
(33) 

17 373 
1

< 9> 
<[ 8]>

土浦つくば工場 
つくば製造所 

(茨城県牛久市) 

住建生活・産
業関連事業 

メッシュフェ
ンス等生産設
備 

1,415 381 1,241 
(56) 

45 3,084 
<32>
<[ 4]>

滋賀工場 
滋賀製造所 

(滋賀県蒲生郡竜王町) 

道路・都市環
境関連事業 

道路・都市環
境資材等生産
設備 

1,055 1,046 1,342 
(131) 

138 3,582 
3

<89> 
<[29]>

滋賀工場 
竜王製造所 

(滋賀県蒲生郡竜王町) 

道路・都市環
境関連事業並
びに住建生
活・産業関連
事業 

道路・都市環
境資材等生産
設備並びに住
建資材等生産
設備 

829 524 981 
(69) 

157 2,493 
<38>
<[ 8]>

滋賀工場 
鏡製造所 

(滋賀県蒲生郡竜王町) 

住建生活・産
業関連事業 

装飾建材・長
さ測定器等生
産設備 

509 97 1,156 
(59) 

34 1,798 
<28>
<[20]>

石川工場 
(石川県能美市) 
（注）２ 

住建生活・産
業関連事業 

梱包・農業資
材等生産設備 

37 565 － 72 676 
1

<70> 
<[39]>

広島東城工場 
(広島県庄原市) 

道路・都市環
境関連事業 

路面標示材等
生産設備 

194 85 540 
(64) 

13 834 
1

<23> 
<[ 4]>



(2)国内子会社 

  

(3)在外子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品並びに建設仮勘定の合計である。なお、金額には消費税等は含まれていな

い。 

２．エスジェイシーリアルティ㈱の帳簿価額には、当社石川工場に貸与中の土地193百万円（74千㎡）、建物及び構築物862

百万円及び非連結子会社関東積水樹脂㈱に貸与中の土地71百万円（4千㎡）、建物83百万円が含まれている。 

３．現在休止中の主要な設備はない。 

４．従業員数の〈 〉は、子会社へ生産委託をしているため子会社での従業員数を外書している。 

５．従業員数の[ ]は、臨時従業員数を外書している。 

 

        平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数 
(人) 

建物及
び構築
物 

機械装
置及び
運搬具 

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

積水樹脂プラ
メタル㈱ 

本社 
（長野県上伊那
郡辰野町）他 

住建生
活・産業
関連事業 

建装資材等
生産設備 

547 1,734 373 
(24)

31 2,687 
87
[14]

エスジェイシ
ーリアルテ 
ィ㈱ 

本社 
(大阪市北区) 

住建生
活・産業
関連事業 

梱包・農業
資材等 
施設設備 

945 － 264 
(78)

0 1,210 
1

[－]

        平成18年12月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数 
(人) 

建物及
び構築
物 

機械装
置及び
運搬具 

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

セキスイジュ
シB.V. 

本社 
（オランダル
ールモンド
市） 

住建生活・産
業関連事業 

梱包資材
生産設備 

219 596 124 
(31)

15 956 
51
[－]



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資計画については、事業の種類別セグメントごとに投資効率等を勘案して、総

合的に策定している。 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、増設、改修に係る投資予定金額は、２２億円であるが、その所要資金につ

いては、自己資金により賄う予定である。 

 重要な設備の改修の計画は以下のとおりであり、重要な影響を及ぼす新設、除却の計画はない。 

  

  

 （注）上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容

投資予定金額 着手及び完了予定

総額
(百万円) 

既支払額
(百万円) 

着手 完了 

  
積水樹脂㈱ 
滋賀工場 

竜王製造所 
  

滋賀県蒲生郡
竜王町 

住建生活・産
業関連事業 

メッシュフェン
ス製造装置 

80 －
平成19年
６月 

平成19年
12月 

  
積水樹脂㈱ 
滋賀工場 

滋賀製造所 
  

滋賀県蒲生郡
竜王町 

道路・都市環
境関連事業 

車両柵製造
装置 

60 －
平成19年
４月 

平成19年
10月 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）当期末後、提出日までに株式消却は行っていない。 

  

②【発行済株式】 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 128,380,000 

計 128,380,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 47,313,598 47,313,598

東京証券取引所
（市場第一部） 
大阪証券取引所 
（市場第一部） 

－ 

計 47,313,598 47,313,598 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりである。 

（平成14年６月27日定時株主総会決議） 

 （注） 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数には退職により資格喪失したもの、78個及び78,000株が含まれてい

る。 

  

 

  
事業年度末現在

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 82 68 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 82,000 68,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 431 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月１日
至 平成19年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   431
資本組入額   216 

同左 

新株予約権の行使の条件 

・権利行使時においても当
社並びに当社子会社の取
締役、監査役、相談役、
顧問、執行役員またはそ
の他の使用人であること
を要する。但し、退職後
に引き続き関係会社の取
締役、監査役、相談役、
顧問、執行役員またはそ
の他の使用人の地位を継
続的に保有する場合に
は、退職日より１年以内
に限り権利を行使でき
る。 

・その他の条件について
は、取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の
割当を受けた者との間で
締結した新株予約権割当
契約に定めるものとす
る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡をするに
は取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



（平成16年６月29日定時株主総会決議） 

 （注） 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数には退職により資格喪失したもの、46個及び46,000株が含まれてい

る。 

  

 

  
事業年度末現在

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 705 660 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 705,000 660,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 716 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日
至 平成21年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   716
資本組入額   358 

同左 

新株予約権の行使の条件 

・権利行使時においても当
社並びに当社子会社の取
締役、監査役、相談役、
顧問、執行役員またはそ
の他の使用人であること
を要する。但し、退職後
に引き続き関連会社の取
締役、監査役、相談役、
顧問、執行役員またはそ
の他の使用人の地位を継
続的に保有する場合に
は、退職日より１年以内
に限り権利を行使でき
る。 

・その他の条件について
は、取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の
割当を受けた者との間で
締結した新株予約権割当
契約に定めるものとす
る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡をするに
は取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はない。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 上記の減少は、利益による自己株式の消却によるものである。 

  

(5）【所有者別状況】 

 （注） 自己株式1,035,238株は、「個人その他」に1,035単元、「単元未満株式の状況」に238株含まれている。 

 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成13年４月１日～ 
平成14年３月31日 

△320 47,313 － 12,334 － 13,119

        平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 44 22 255 85 1 2,642 3,049 － 

所有株式数 
（単元） 

－ 11,613 291 19,721 6,053 2 9,288 46,968 345,598

所有株式数の
割合（％） 

－ 24.73 0.62 41.99 12.89 0.00 19.77 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

（注）上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）及び資産管

理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）の所有株式数は、すべて信託業務に係るものである。 

  

    平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

積水化学工業株式会社 大阪市北区西天満二丁目４番４号 11,070 23.40 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,612 7.63 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,623 3.43 

第一生命保険相互会社 東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,333 2.82 

資産管理サービス信託銀行株
式会社（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,169 2.47 

積水樹脂株式会社 大阪市北区西天満二丁目４番４号 1,035 2.19 

積水ハウス株式会社 大阪市北区大淀中一丁目１番88号 991 2.10 

積水化成品工業株式会社 大阪市北区西天満二丁目４番４号 860 1.82 

シービーエヌワイデイエフエ
イインターナショナルキャッ
プバリューポートフォリオ 
（常任代理人 シティバン
ク・エヌ・エイ東京支店） 

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA MONICA,CA 
90401 USA 
（東京都品川区東品川二丁目３番14号） 

683 1.44 

樹栄会持株会 大阪市北区西天満二丁目４番４号 612 1.29 

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号 565 1.20 

計 － 23,555 49.79 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

 

      平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,035,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 45,933,000 45,933 － 

単元未満株式 普通株式  345,598 － － 

発行済株式総数 47,313,598 － － 

総株主の議決権 － 45,933 － 

    平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

積水樹脂株式会社 
大阪市北区西天満
二丁目４番４号 

1,035,000 － 1,035,000 2.19 

計 － 1,035,000 － 1,035,000 2.19 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用している。当該制度は、旧商法及び会社法の規定に基づき、新株予約権を発行す

る方法によるものである。 

  

（平成14年６月27日定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、以下のとおり新株予約権を発行することについて、平成14年６

月27日の定時株主総会において特別決議されたものである。 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。但し、かかる

調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整

の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

２．新株予約権１個当たりの払込金額は、１株当たりの払込金額に新株予約権１個当たりの目的となる当社普通株式の数を

乗じた金額とする。１株当たりの払込金額は、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（旧商法第210条ノ２第２項第３号に定める権利の行使及

び新株予約権の行使による場合を含まない。）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１

円未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自

己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

３．提出日の属する月の前月末現在の付与対象者の人数及び株式の数は35名、68,000株となっている。 

 

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数 
当社並びに当社子会社の取締役、執行役員及びその他の使用人 
276名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数 同上（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注）２

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項 

－ 

  
調整後払込金額＝調整前払込金額 × 

１   

  分割・併合の比率   

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

  
調整後払込金額＝調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



（平成16年６月29日定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、以下のとおり新株予約権を発行することについて、平成16年６

月29日の定時株主総会において特別決議されたものである。 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。但し、かかる調

整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の

結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

２．新株予約権１個当たりの払込金額は、１株当たりの払込金額に新株予約権１個当たりの目的となる当社普通株式の数を

乗じた金額とする。１株当たりの払込金額は、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（旧商法第210条ノ２第２項第３号に定める権利の行使及

び新株予約権の行使による場合を含まない。）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１

円未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自

己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

３．提出日の属する月の前月末現在の付与対象者の人数及び株式の数は249名、660,000株となっている。 

 

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数 
当社並びに当社子会社の取締役、執行役員及びその他の使用人 
313名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数 同上（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注）２

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項 

－ 

  
調整後払込金額＝調整前払込金額 × 

１   

  分割・併合の比率   

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

  
調整後払込金額＝調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



（平成19年６月28日定時株主総会決議） 

 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、以下のとおり新株予約権を発行することについて平成19年６月28日の

定時株主総会において特別決議されたものである。 

 （注）１．付与株式数は、新株予約権の割当日後、当社が株式分割（普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）または株式併合

を行う場合、次の算式により調整されるものとする。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率 

かかる調整は当該時点において未行使の新株予約権の付与株式数についてのみ行われ、 調整の結果により生じる１株未

満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

２．１株当たりの行使価額は、新株予約権の割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）における東京証

券取引所の当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。但し、その金額

が割当日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、割当日の終値とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使により新株を発行する場合を含まな

い）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自

己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

  

  

決議年月日 平成19年６月28日

付与対象者の区分及び人数 
当社並びに当社子会社の取締役、監査役、執行役員及びその他の
使用人。人数は取締役会において決定する。 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 1,000,000株を上限とする。（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２

新株予約権の行使期間 
新株予約権の割当日の翌日から２年を経過した日より３年以内と
する。 

新株予約権の行使の条件 

・権利行使時においても当社並びに当社子会社の取締役、監査役、
相談役、顧問、執行役員またはその他の使用人であることを要す
る。但し、退職後に引き続き関連会社の取締役、監査役、相談
役、顧問、執行役員またはその他の使用人の地位を継続的に保有
する場合には、退職日より１年以内に限り権利を行使できる。 

・その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予
約権の割当を受けた者との間で締結する新株予約権割当契約に定
めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要す
る。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項 

－ 

  
調整後行使価額＝調整前行使価額 × 

１   

  分割・併合の比率   

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

  
調整後行使価額＝調整前行使価額 × 

１株当たりの時価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第6項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第７号

に該当する普通株式の取得 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はない。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はない。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取による株式は含

まれていない。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当事業年度の内訳は、新株予約権の権利行使（株式数296,000株、処分価額の総額169,186,000円）及び単元未満株式の売渡請

求による売渡（株式数70株、処分価額の総額59,010円）である。また、当期間は新株予約権の権利行使によるものである。 

なお、当期間における取得自己株式の処理及び保有自己株式数には、平成19年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの新

株予約権の権利行使及び単元未満株式の売渡による株式は含まれていない。  
 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 21,787 18,696,318 

当期間における取得自己株式 2,561 2,382,890 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式 

－ － － －

その他（注） 296,070 169,245,010 59,000 38,254,000

保有自己株式数 1,035,238 － 978,799 －



３【配当政策】 

当社は企業体質強化をはかりながら、株主の皆様への利益還元を充実させていくことを経営の最重点課題と考えている。今

後については、連結配当性向２５％以上を目標として、業績に応じたかつ安定的な配当政策を実施していく。 

内部留保金の使途については、将来における株主の皆様の利益拡大のために世界を視野にした展開を含めた新たな成長につ

ながる戦略投資への充当などに投入していく。さらに、自己株式の取得を弾力的に実施し、資本効率の改善、及び１株当たり

利益の増大をはかるよう努める。 

なお、当事業年度の期末配当は、５月１８日開催の取締役会において普通配当６円に株主の支援に応えるべく、特別配当３

円を加え、１株につき９円とした。これにより、中間配当金を含めた当事業年度の年間配当金は１株につき１５円となった。 

当社は「取締役会の決議によって、会社法第459条第１項各号に掲げる事項を定めることができる。」旨を定款に定めてい

る。 

当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりである。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 
１株当たり配当金（円）

平成18年11月７日 

取締役会決議 
276 6 

平成19年５月18日 

取締役会決議 
416 9 

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 433 600 748 1,010 1,020 

最低（円） 313 370 494 660 772 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 841 836 870 925 1,017 991 

最低（円） 790 772 805 841 882 855 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

代表取締役 

社長 
  福井 彌一郎 昭和21年11月10日生 

昭和40年３月 当社入社 

平成８年７月 当社総務人事部長（兼）東京

総務部長 

平成９年６月 当社取締役就任 

平成11年６月 当社常務取締役就任 

平成12年６月 アースサービス株式会社（現

エスジェイシーファイナンス

株式会社）代表取締役社長就

任（現在） 

平成13年６月 当社専務取締役就任 

平成14年１月 ジスロンマレーシアSDN.BHD. 

代表取締役社長就任（現在） 

平成14年６月 当社取締役副社長就任 

平成15年６月 当社代表取締役社長就任（現

在） 

平成18年６月 セキスイジュシB.V.代表取締

役会長就任(現在) 

平成18年６月 セキスイジュシアメリ

カ,Inc．代表取締役会長就任

(現在) 

平成18年６月 フェニックスインターナショ

ナルエンタープライズLtd.代

表取締役会長就任（現在） 

平成18年６月 エスエスオーエムジーホール

ディングLtd.代表取締役会長

就任（現在） 

（注）4 63 

専務取締役 

産業・生活事

業本部長

（兼）同事業

本部新事業推

進室長 

山中 稔 昭和21年12月８日生 

昭和45年４月 積水化学工業株式会社入社 

平成９年10月 当社入社 

平成11年12月 当社執行役員技術・研究部門

担当、キーテクノロジー研究

所長（兼）生産技術部長 

平成12年６月 当社取締役就任 

平成13年６月 当社常務取締役就任 

平成15年６月 当社専務取締役就任（現在） 

（注）4 48 

常務取締役 
生産部門担当 

滋賀工場長 
寺野 康次 昭和20年10月20日生 

昭和38年３月 当社入社 

平成12年６月 当社執行役員滋賀竜王工場長 

平成13年６月 当社取締役就任 

平成14年６月 株式会社エスジェイシー設計

代表取締役会長就任（現在） 

平成15年６月 当社常務取締役就任（現在） 

平成16年６月 滋賀積水樹脂株式会社代表取

締役社長就任（現在） 

（注）4 39 



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

常務取締役 

総務部・人事

部・ビジネス

サポート部担

当 

経営企画情報

室長（兼）法

務・ＣＳＲ室

長 

田路  豊 昭和23年７月19日生 

昭和41年３月 当社入社 

平成12年５月 積水樹脂情報サービス株式会

社代表取締役社長就任（現

在） 

平成14年４月 当社執行役員経営企画情報室

長(兼)ビジネスサポート部長 

平成15年６月 当社取締役就任 

平成16年６月 積水樹脂ゼネラルクリエイト

株式会社代表取締役社長就任

（現在） 

平成18年６月 当社常務取締役就任（現在） 

平成19年６月 積水樹脂物流株式会社代表取

締役会長就任（現在） 

（注）4 19 

常務取締役 

都市環境事業

本部長（兼）

同事業本部交

通環境資材事

業部長（兼）

同事業本部新

事業推進室長 

武田  均 昭和24年12月17日生 

昭和49年３月 当社入社 

平成13年５月 関東積水樹脂株式会社代表取

締役会長就任（現在） 

平成15年６月 当社常務執行役員道路・都市

環境事業本部副本部長 

平成16年６月 当社取締役就任 

平成17年６月 廊坊安全玻璃制品有限公司董

事長就任（現在） 

平成19年６月 当社常務取締役就任（現在） 

（注）4 14 

取締役   近藤 力 昭和５年９月４日生 

昭和38年６月 近藤化学工業株式会社設立 

代表取締役社長就任（現在） 

昭和48年５月 明豊化工材有限会社代表取締

役社長就任（現在） 

昭和59年１月 リッキー化工材株式会社代表

取締役社長就任（現在） 

平成２年８月 八大マンズ株式会社代表取締

役社長就任（現在） 

平成13年６月 当社取締役就任（現在） 

（注）4 38 

取締役   稲富 泰典 昭和15年10月28日生 

昭和34年３月 当社入社 

平成５年１月 当社建設資材事業本部生産総

括部長 

平成５年６月 当社取締役就任 

平成７年６月 当社常務取締役就任 

平成10年６月 当社取締役就任（現在） 

平成19年６月 積水樹脂プラメタル株式会社

代表取締役会長就任（現在） 

（注）4 27 



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役 

Ｒ＆Ｄ（研

究・開発）担

当生産技術部

長 

西尾 是伸 昭和26年12月20日生 

昭和49年４月 積水化学工業株式会社入社 

平成11年４月 当社入社 

平成16年４月 当社執行役員技術研究所長

（兼）生産技術部長、ソーラ

ーオプトプロジェクト担当 

平成16年６月 当社取締役就任（現在） 

平成19年３月 株式会社エスジェイシー技術

サポート代表取締役社長就任

（現在） 

（注）4 11 

取締役 

産業・生活事

業本部副本部

長（兼）同事

業本部産業・

緑事業部長

（兼）同事業

本部国際事業

部長 

西村 猛史 昭和32年９月16日生 

昭和55年４月 当社入社 

平成16年６月 積水樹脂インターナショナル

株式会社代表取締役社長（現

在） 

平成17年１月 セキスイジュシアメリ

カ,Inc.代表取締役社長就任

（現在） 

平成17年４月 無錫信諾積水樹脂有限公司董

事長就任（現在） 

平成17年６月 当社執行役員住建生活・産業

事業本部副本部長（兼）同事

業本部産業・緑事業部長

（兼）国際事業部長 

平成17年６月 セキスイジュシB.V.代表取締

役社長就任（現在） 

平成17年６月 青島積水樹脂新包材有限公司

董事長就任（現在） 

平成17年６月 エスジェイシーランドサービ

スCorp.代表取締役会長就任

（現在） 

平成18年１月 サミュエル・セキスイジュシ

ストラッピングLLC代表取締

役社長就任（現在） 

平成18年６月 当社取締役就任（現在） 

（注）4 14 

取締役 

街路・住建事

業本部長

（兼）同事業

本部新事業推

進室長 

渡邊 宣明 昭和24年９月５日生 

昭和48年７月 当社入社 

平成19年４月 当社常務執行役員街路・住建

事業本部長（兼）同事業本部

新事業推進室長 

平成19年６月 当社取締役就任（現在） 

（注）4 5 

常勤監査役   武宮 千城 昭和18年１月20日生 

昭和40年４月 当社入社 

平成２年４月 当社建設資材事業本部道路事

業部長 

平成３年６月 当社取締役就任 

平成６年６月 当社常務取締役就任 

平成11年６月 当社専務取締役就任 

平成13年６月 当社取締役就任 

平成14年６月 当社常任顧問 

平成15年６月 当社常勤監査役就任（現在） 

（注）5 22 



 （注）１．取締役近藤力氏は、社外取締役である。 

２．監査役高井正志、増井克吉の両氏は、社外監査役である。 

３．当社では、取締役会が決定した方針に基づき、適確かつ迅速な行動を起こすために執行役員制を導入している。 

執行役員は、上記取締役のうち福井彌一郎、山中稔、寺野康次、田路豊、武田均、西尾是伸、西村猛史、渡邊宣明の各

氏のほか、取締役会により選任された以下の９名である。 

４．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

５．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

６．平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

７．平成16年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

常勤監査役   原  正義 昭和20年８月22日生 

昭和39年３月 当社入社 

平成14年６月 当社執行役員監査室長 

平成15年６月 当社常勤監査役就任（現在） 

（注）5 16 

監査役   高井 正志 昭和22年９月26日生 

昭和45年４月 積水化学工業株式会社入社 

平成16年６月 同社常勤監査役就任（現在） 

平成18年６月 当社監査役就任（現在） 

（注）6 － 

監査役   増井 克吉 昭和７年７月17日生 

昭和30年４月 太洋物産株式会社（東洋棉花

株式会社と合併、現豊田通商

株式会社）入社 

平成10年６月 当社監査役就任（現在） 

平成16年９月 消費者機構日本副理事長（現

在） 

（注）7 15 

計 331

執行役員の地位 氏名 職名

専務執行役員 岡田 和男 スペーシア株式会社代表取締役社長

常務執行役員 伊藤  潤 積水樹脂インターナショナル株式会社代表取締役会長 

常務執行役員 磯本 真治 関東支店長

執行役員 浜田  潤 
産業・生活事業本部副本部長（兼）同事業本部生活・建材事業
部長     

執行役員 藤田  諭 滋賀工場副工場長（兼）滋賀製造所長

執行役員 今津 隆二  技術研究所長

執行役員 林  和良 滋賀工場副工場長、青島積水樹脂有限公司総経理 

執行役員 馬場 浩志 街路・住建事業本部副本部長（兼）同事業本部住建事業部長 

執行役員 河原林 隆  経理部長



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（1）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、グローバル化が進む経営環境に対応するためには効率的な経営が必要であり、そのための経営の透明性向上、

意思決定の迅速化を進めるにはコーポレートガバナンスの確立が重要であると認識している。 

  

（2）コーポレートガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の機関の内容 

当社の取締役会については、少人数で構成し、経営に関する迅速な意思決定をはかるとともに、取締役会が決定した方

針に基づき、適確かつ迅速な業務執行を行うべく執行役員制を導入している。 

さらに、取締役の経営責任の明確化をはかるため、取締役の任期を１年としているほか、取締役会における監督機能の

強化と意思決定の客観化をはかるため、社外取締役１名を選任している。 

その他、当社と主要グループ会社は定期的に「関係会社社長会」を開催し、グループ企業の業務執行につき審議し、経

営判断の適正化をはかっている。 

監査体制としては、当社は監査役制度を採用しており、透明性の高い公正な経営管理を行うべく監査役４名中２名は社

外監査役を選任している。 

② 内部監査及び監査役監査の状況 

当社は内部監査部門に監査室を設定している。構成員は３名であり、当社及び当社子会社への会計監査及び内部統制シ

ステムを中心とした業務監査を行っている。監査結果はその都度、代表取締役及び監査役へ報告している。 

監査役監査について、取締役会には監査役全員が、経営会議には常勤監査役２名が出席し、必要に応じて意見を述べる

など、意思決定の適法性を確保するとともに、常勤監査役を中心として随時適切な監査を行っている。定期的に開催され

る監査役会では監査結果等について報告・意見交換がなされている。 

さらに会計監査人が実施した定期的な会計監査の説明を受けて情報交換を行うほか、常勤監査役は会計監査人が実施す

る各事業所への監査に立会うなど、会計監査人と連携・協調をはかり、監査の充実に努めている。 

③ 会計監査の状況 

当社は会計監査人として、大手前監査法人と監査契約を締結している。業務を執行した公認会計士の氏名等は以下のと

おりであり、監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、会計士補１名、その他１名によって構成されている。 

  なお、当社の監査法人である大手前監査法人に対する報酬額は、公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報

酬が２千７百万円である。 

④ 社外取締役及び社外監査役との関係 

当社には社外取締役１名と社外監査役２名がおり、社外取締役である近藤 力氏は、近藤化学工業株式会社の代表取締

役社長を兼務している。当社は同社より原材料等を仕入れており、また、同社に対し、商品の販売を行っている。 

社外監査役２名のうち、高井正志氏は、積水化学工業株式会社の監査役を兼務しており、同社は当社の議決権を２４.１

０％保有している。その他の人的・利害関係はない。 

  

（3）役員報酬等の内容について 

    （注）１．上記のうち、社外役員３名に対する報酬の総額は９百万円である。 

       ２．報酬の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与等は含まれていない。 

３．当事業年度における取締役及び監査役の報酬は平成３年６月２７日開催の第５７回定時株主総会決議（取締役月

額２５百万円以内、監査役 月額３百万円以内）に基づき支給している。 

４．上記のほか、第７３回定時株主総会の決議により支給した役員賞与は６０百万円（取締役５３百万円、監査役６

百万円（うち社外役員２百万円））、また、役員退職慰労引当金繰入額は５８百万円（取締役５２百万円、監査

役５百万円（うち社外役員２百万円））である。 

     

（4）責任限定契約の内容の概要 

  業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数 

  指定社員 業務執行社員 大橋 博 大手前監査法人 １８年 

  指定社員 業務執行社員 古谷 一郎 大手前監査法人 １０年 

区分 支給人員 報酬の総額 

取締役 １０名 ４５百万円 

監査役 ４名 ２５百万円 

合計 １４名 ７１百万円 



当社は、社外取締役及び社外監査役との間で責任限定契約を締結できる旨を定款に定めており、当社が当該規定に基づき

社外取締役近藤 力氏並びに社外監査役高井正志、増井克吉の両氏と締結した責任限定契約の概要は以下のとおりであ

る。 

社外取締役及び社外監査役は、本契約締結後、その任務を怠ったことにより会社に対して損害を与えた場合において、そ

の職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第４２５条第１項各号に定める金額の合計額を限度と

して賠償責任を負うものとする。 

  

（5）剰余金の配当等の決定機関 

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、機動的に実施することができるよう、取締役会

の決議により定めることができる旨を定款に定めている。 

  
(6）株主総会の特別決議要件 

株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の運営を円滑に行うことができるよう、会社法第309

条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決

権の３分の２以上をもって行う。 

  

 



第５【経理の状況】 
  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1)当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結

会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表

等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び当連

結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成17年４月１日から平成18

年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、大手前監査法人によ

り監査を受けている。 

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     14,262 9,162 

２．受取手形及び売掛金 ＊9   25,664 28,288 

３．有価証券     － 13 

４．たな卸資産     6,358 6,476 

５．繰延税金資産     557 601 

６．その他     3,854 3,840 

貸倒引当金     △112 △109 

流動資産合計     50,584 61.8 48,274 59.7

Ⅱ 固定資産      

(1）有形固定資産 ＊1,2    

１．建物及び構築物     6,836 7,239 

２．機械装置及び運搬具     5,092 5,794 

３．工具器具備品     749 783 

４．土地     7,346 7,356 

５．建設仮勘定     69 31 

有形固定資産合計     20,094 24.5 21,205 26.2

(2）無形固定資産     225 0.3 245 0.3

(3）投資その他の資産      

１．投資有価証券 ＊3   8,064 8,182 

２．繰延税金資産     1,379 1,459 

３．その他 ＊3   1,774 1,838 

貸倒引当金     △286 △287 

投資その他の資産合計     10,931 13.4 11,192 13.8

固定資産合計     31,251 38.2 32,644 40.3

資産合計     81,835 100.0 80,918 100.0

       



 

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．支払手形及び買掛金 ＊9   15,780 17,264 

２．短期借入金     9,213 3,653 

３．未払金     1,354 1,335 

４．未払法人税等     1,545 1,846 

５．賞与引当金     858 859 

６．役員賞与引当金     － 82 

７．その他     2,599 2,802 

流動負債合計     31,352 38.3 27,845 34.4

Ⅱ 固定負債      

１．長期借入金     3 502 

２．退職給付引当金     4,248 4,039 

３．役員退職慰労引当金     505 239 

４．その他 ＊6   201 150 

固定負債合計     4,959 6.1 4,933 6.1

負債合計     36,311 44.4 32,779 40.5

       

（少数株主持分）      

少数株主持分     930 1.1 － －

       



  

  

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ＊7   12,334 15.1 － －

Ⅱ 資本剰余金     13,120 16.0 － －

Ⅲ 利益剰余金     18,504 22.6 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    1,477 1.8 － －

Ⅴ 為替換算調整勘定     △176 △0.2 － －

Ⅵ 自己株式 ＊8   △665 △0.8 － －

資本合計     44,594 54.5 － －

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    81,835 100.0 － －

       

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 12,334 15.3

２．資本剰余金     － － 13,143 16.2

３．利益剰余金     － － 20,809 25.7

４．自己株式     － － △544 △0.7

株主資本合計     － － 45,744 56.5

Ⅱ 評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

    － － 1,230 1.5

２．繰延ヘッジ損益     － － △0 △0.0

３．為替換算調整勘定     － － △39 △0.0

評価・換算差額等合計     － － 1,191 1.5

Ⅲ 少数株主持分     － － 1,204 1.5

純資産合計     － － 48,139 59.5

負債純資産合計     － － 80,918 100.0

       



②【連結損益計算書】 

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     60,839 100.0 64,765 100.0

Ⅱ 売上原価     43,302 71.2 46,414 71.7

売上総利益     17,536 28.8 18,351 28.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ＊1,2   12,416 20.4 12,865 19.8

営業利益     5,119 8.4 5,486 8.5

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   77 72  

２．受取配当金   85 119  

３．持分法による投資利益   106 114  

４．雑益   182 452 0.7 119 426 0.7

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   259 259  

２．雑損   129 389 0.6 174 433 0.7

経常利益     5,183 8.5 5,479 8.5

Ⅵ 特別利益      

１．投資有価証券売却益   － 142  

２．固定資産売却益 ＊3 1,298 1,298 2.2 46 188 0.3

Ⅶ 特別損失      

１．投資有価証券評価損   － 242  

２．固定資産売却及び除却
損 

＊4 87 68  

３．減損損失 ＊5 1,117 1,205 2.0 － 310 0.5

       



  

  

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

税金等調整前当期純利
益 

    5,276 8.7 5,357 8.3

法人税、住民税及び事
業税 

  2,042 2,048  

法人税等調整額   133 2,175 3.6 27 2,075 3.2

少数株主利益     169 0.3 203 0.3

当期純利益     2,930 4.8 3,078 4.8

       



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高   13,127

Ⅱ 資本剰余金減少高  

自己株式処分差損   6 6

Ⅲ 資本剰余金期末残高   13,120

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高   16,209

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．当期純利益   2,930

２．連結子会社増加に伴う
剰余金増加高 

  42 2,972

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金   597

２．役員賞与   79 677

Ⅳ 利益剰余金期末残高   18,504

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

12,334 13,120 18,504 △665 43,294

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当（注）   △414   △414

剰余金の配当   △276   △276

役員賞与（注）   △82   △82

当期純利益   3,078   3,078

自己株式の取得   △18 △18

自己株式の処分   22 140 163

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

   

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ 22 2,305 121 2,450

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

12,334 13,143 20,809 △544 45,744

  

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,477 － △176 1,300 930 45,524

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当（注）     △414

剰余金の配当     △276

役員賞与（注）     △82

当期純利益     3,078

自己株式の取得     △18

自己株式の処分     163

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△246 △0 137 △109 274 165

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△246 △0 137 △109 274 2,615

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,230 △0 △39 1,191 1,204 48,139



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益   5,276 5,357 

減価償却費   1,908 2,008 

減損損失   1,117 － 

固定資産売却益   △1,298 △46 

賞与引当金の減少額   △65 △9 

役員賞与引当金の増加額   － 82 

退職給付引当金の減少額   △100 △209 

役員退職慰労引当金の増加額又は減少額
（△） 

  56 △265 

貸倒引当金の増加額又は減少額（△）   31 △3 

為替差益   △21 △1 

持分法による投資利益   △106 △114 

受取利息及び受取配当金   △163 △192 

支払利息   259 259 

売上債権の増加額   △423 △2,160 

たな卸資産の増加額（△）又は減少額   258 △40 

資産及び負債の増減額   88 11 

仕入債務の増加額   188 827 

役員賞与の支払額   △79 △91 

その他   178 263 

小計   7,105 5,675 

利息及び配当金の受取額   164 192 

利息の支払額   △256 △246 

法人税等の支払額   △2,165 △1,714 

営業活動によるキャッシュ・フロー   4,847 3,906 



 

    
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入   205 － 

有形固定資産の取得による支出   △1,529 △2,431 

有形固定資産の売却による収入   1,492 68 

無形固定資産の取得による支出   △17 △62 

投資有価証券の取得による支出   △417 △697 

投資有価証券の売却による収入   734 312 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取
得による支出 

＊2 － △37 

連結子会社株式の追加取得による支出   △120 △4 

関係会社株式の取得による支出   － △424 

短期貸付金の純減少額   18 41 

長期貸付金の回収による収入   12 41 

長期貸付による支出   － △15 

その他   74 51 

投資活動によるキャッシュ・フロー   452 △3,157 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純減少額   △525 △789 

長期借入による収入   － 500 

長期借入金の返済による支出   － △5,000 

自己株式の取得による支出   △265 △18 

自己株式の売却による収入   122 169 

配当金の支払額   △596 △691 

少数株主への配当金の支払額   △19 △23 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,283 △5,854 



  

  

  次へ 

    
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   17 5 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額
（△） 

  4,034 △5,100 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   10,357 14,262 

Ⅶ 連結子会社増加に伴う現金及び現金同等物
の増加額 

  4 － 

Ⅷ 連結子会社除外に伴う現金及び現金同等物
の減少額 

  △132 － 

Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高 ＊1 14,262 9,162 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数     32社 (1)連結子会社の数     33社 

主要な連結子会社名は、「第１．企業の概況 

４．関係会社の状況」に記載しているため省略し

た。なお、オーミテック㈱は重要性が増加したこ

とにより当連結会計年度から連結子会社に含めて

いる。また、前連結会計年度において連結子会社

であった積樹道路㈱は㈱アール・シー・アイとの

合併（合併後アールシーアイ・セキジュ㈱に商号

変更）に伴い、当連結会計年度より連結の範囲か

ら除外している。 

主要な連結子会社名は、「第１．企業の概況 

４．関係会社の状況」に記載しているため省略し

ている。なお、スペーシア㈱は当連結会計年度に

おいて株式の追加取得を行ったことにより、持分

法適用の関連会社から連結子会社に変更してい

る。 

(2)主要な非連結子会社の名称等 (2)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 サミットストラッピング

Corp. 

主要な非連結子会社 サミットストラッピング

Corp. 

（連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、

合計の総資産額、売上高、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼさないので連結範囲から除外している。 

同左 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の関連会社 (1)持分法適用の関連会社 

日本興業㈱、スペーシア㈱、サミュエル・セキス

イジュシストラッピングＬＬＣ、アールシーア

イ・セキジュ㈱ 

日本興業㈱、近藤化学工業㈱、サミュエル・セキ

スイジュシストラッピングＬＬＣ、アールシーア

イ・セキジュ㈱ 

なお、アールシーアイ・セキジュ㈱は、積樹道路

㈱との合併に伴い、当連結会計年度より持分法適

用の関連会社に含めている。 

なお、前連結会計年度において持分法適用の関連

会社であったスペーシア㈱は、当連結会計年度に

おいて株式の追加取得を行ったことにより連結子

会社に変更している。また、近藤化学工業㈱は、

当連結会計年度において株式の取得を行ったこと

により持分法適用の関連会社に含めている。 

(2)持分法を適用していない非連結子会社（サミット

ストラッピング Corp.他）及び関連会社（広島セ

キエイ㈱他）は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除外している。 

(2)         同左 

(3)持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる会社については、当該会社の事業年度に係る

財務諸表を使用している。 

(3)         同左 



 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうちセキスイジュシB.V.、セキスイジ

ュシアメリカ,Inc.、三重積水樹脂㈱、エスジェイ

シー寿㈱、広島ジスライン㈱、積水樹脂アカウンテ

ィングサービス㈱、積水樹脂ゼネラルクリエイト

㈱、㈱エスジェイシー技術サポート、㈱積水樹脂技

術研究所、ロードエンタープライズ㈱、青島積水樹

脂有限公司及びサンエイポリマー㈱の決算日は12月

31日であり、連結財務諸表作成に当たっては、12月

31日現在の決算財務諸表を使用しているが、連結決

算日との間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行うことにしている。 

また、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連

結決算日と同一である。 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 ①有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定している。） 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定している。） 

時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 同左 

②デリバティブ…時価法 ②デリバティブ…  同左 

③たな卸資産……月別移動平均法に基づく原価法 ③たな卸資産……  同左 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産…当社及び国内連結子会社は主とし

て定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については、定額

法）を採用しているが、海外連結

子会社は定額法を採用している。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。 

①有形固定資産…  同左 

建物及び構築物   ３～47年 

機械装置及び運搬具 ４～13年 

  

②無形固定資産…定額法を採用している。なお、自

社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間

（５年）に基づいている。 

②無形固定資産…  同左 



 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金……当社及び国内連結子会社は、債権

の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により計

上しており、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上している。また、海外連結子会

社は、債権の回収可能性を個別に

検討し、回収不能見込額を計上し

ている。 

①貸倒引当金……同左 

②賞与引当金……従業員の賞与支給に備えるため、

当期間に対応する支給見積額を計

上している。 

②賞与引当金……従業員の賞与支給に備えるため、

当連結会計年度に対応する支給見

積額を計上している。 

③        ────── 

  

③役員賞与引当金…役員の賞与支給に備えるため、

当連結会計年度に対応する支給見

積額を計上している。 

④退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。過去勤務

債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により費用

処理している。 

数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理している。 

④退職給付引当金…同左 

⑤役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上している。 

⑤役員退職慰労引当金…同左 

(4)重要なリース取引の処理方法 (4)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によって

いる。 

同左 



  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(5)重要なヘッジ会計の方法 (5)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっている。 

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等

については振当処理によっている。 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…デリバティブ取引（為替予約取

引、通貨オプション取引） 

・ヘッジ手段…同左 

・ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務、外貨建予定

取引 

・ヘッジ対象…同左 

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

為替変動によるリスクを軽減する目的で、当該取

引高の範囲内において利用する。 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の時価変動額の累計額とヘッジ対象の

時価変動額の累計額を比較して有効性の判定を行

っている。 

同左 

(6)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 (6)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理について 消費税等の会計処理について 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方

式によっている。 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

全面時価評価法を採用している。 同左 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 ６．        ────── 

５年間の均等償却を行っている。   

７．        ────── ７．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

  ５年間の定額法により償却を行っている。 

８．利益処分項目等の取扱いに関する事項 ８．        ────── 

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成

している。 

  

９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなる。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準) ────── 

 当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会

計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月

31日）を適用している。これにより経常利益は21百

万円増加し、税金等調整前当期純利益は1,096百万

円減少している。 

  

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結

財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除し

ている。 

  

────── (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

   当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用し

ている。従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は、46,935百万円である。 

   なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の

純資産の部については、連結財務諸表規則の改正に

伴い、改正後の連結財務諸表規則により作成してい

る。 

────── (役員賞与に関する会計基準) 

   当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を

適用している。 

   この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益が82百万円減少し

ている。 

   なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載している。 



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（連結損益計算書） ────── 

１．前連結会計年度において区分掲記していた「受取賃

貸料」（当連結会計年度６百万円）は、営業外収益

合計の１００分の１０以下となったため、当連結会

計年度より営業外収益の「雑益」に含めて表示して

いる。 

  

  

２．前連結会計年度において区分掲記していた「固定資

産賃貸費用」（当連結会計年度１２百万円）は、営

業外費用合計の１００分の１０以下となったため、

当連結会計年度より営業外費用の「雑損」に含めて

表示している。 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

 

番号 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

  
＊１ 

  
有形固定資産の減価償却累計額 34,980百万円 有形固定資産の減価償却累計額 36,407百万円

＊２ 建物及び構築物、機械装置及び運搬具及び工具器具

備品の取得価額から、それぞれ次の圧縮記帳額が控

除されている。 

建物及び構築物、機械装置及び運搬具及び工具器具

備品の取得価額から、それぞれ次の圧縮記帳額が控

除されている。 

  
  
建物及び構築物 68百万円

機械装置 26 

車両運搬具 0 

工具器具備品 1 

計 97 

建物及び構築物 68百万円

機械装置 26 

車両運搬具 0 

工具器具備品 1 

計 97 

＊３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りである。 

非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りである。 

  
  
投資有価証券（株式） 1,935百万円

その他（出資金） 650 

投資有価証券（株式） 2,045百万円

その他（出資金） 684 

 ４ 保証債務 保証債務 

  金融機関からの借入債務に対する保証 金融機関からの借入債務に対する保証 

  
  
（持分法非適用関連会社）   

無錫信諾積水樹脂有限公司 35百万円

（持分法非適用関連会社）   

無錫信諾積水樹脂有限公司 27百万円

  
 ５ 

  
受取手形裏書譲渡高 37百万円 受取手形裏書譲渡高 93百万円

＊６ 連結調整勘定99百万円を含んでいる。 ────── 

＊７ 当社の発行済株式総数は普通株式47,313,598株であ

る。 

────── 

＊８ 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有する

連結財務諸表提出会社の株式の数は、普通株式 

1,377,447株である。 

────── 

＊９ ────── 当連結会計年度末日の満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理している。 

なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が当連結会計年度末日の残高

に含まれている。 
  
受取手形 1,062百万円

支払手形 501 



（連結損益計算書関係） 

 

番号 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

＊１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりである。 

販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりである。 

  
  

  

運賃 2,843百万円

貸倒引当金繰入額 48 

従業員給料手当 2,337 

賞与引当金繰入額 525 

退職給付引当金繰入額 119 

役員退職慰労引当金繰入額 56 

開発試験研究費 1,775 

運賃 2,934百万円

貸倒引当金繰入額 21 

従業員給料手当 2,389 

賞与引当金繰入額 513 

役員賞与引当金繰入額 82 

退職給付引当金繰入額 45 

役員退職慰労引当金繰入額 82 

開発試験研究費 1,724 

  
＊２ 

  
一般管理費に含まれる研究開発費 1,775百万円 一般管理費に含まれる研究開発費 1,724百万円

＊３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

  
  
土地 1,297百万円

車両運搬具他 1 

土地 43百万円

車両運搬具他 2 

＊４ 固定資産売却及び除却損の内訳は次のとおりであ

る。 

固定資産売却及び除却損の内訳は次のとおりであ

る。 

  
  

  (除却損) (売却損) 

建物 2百万円 －百万円

構築物 0 － 

機械装置 56 0 

工具器具備品 13 0 

車両運搬具他 12 1 

  (除却損) (売却損) 

建物 2百万円 －百万円

構築物 11 － 

機械装置 32 － 

工具器具備品 12 － 

車両運搬具他 7 1 



  

  

  次へ 

番号 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日） 

＊５ 減損損失 ────── 

  当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産について減損損失を計上している。 

  

  用途 

  

場所 

  

種類 

  

減損損失 

(百万円) 

遊休 

資産 

鹿児島県 

鹿児島市 

土地 624 

北海道 

三笠市 

土地、 

建物他 

244 

広島県 

庄原市 

土地 90 

宮崎県 

宮崎市 

土地、 

建物他 

60 

宮崎県 

都城市 

土地 40 

茨城県 

土浦市 

土地、 

建物他 

33 

宮城県 

柴田郡 

柴田町 

土地 24 

  当社グループは、管理会計上で収支を把握している

事業部単位をグルーピングの単位としている。ただ

し、将来の使用が見込まれていない遊休資産につい

ては、個別の資産グループとして取り扱っている。

その結果、上記の資産について、市場価格の著しい

下落が認められたため、当該資産の帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額1,117百万円を減

損損失として特別損失に計上した。その内訳は、土

地884百万円、建物他233百万円である。 

なお、当該資産の回収可能価額は、土地については

主として固定資産税評価額、建物他については主と

して税法基準に基づく残存価額を正味売却価額とし

て算定している。 

  



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加36千株は、単元未満株式の買取りによる増加21千株、持分法適用会社の持分変動によ

る増加14千株である。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少296千株は、ストック・オプションの行使による減少296千株、単元未満株式の買増請

求による減少0千株である。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式 

普通株式 47,313 － － 47,313 

合計 47,313 － － 47,313 

自己株式 

普通株式 1,377 36 296 1,117 

合計 1,377 36 296 1,117 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 414 9 平成18年3月31日 平成18年6月30日

平成18年11月7日 
取締役会 

普通株式 276 6 平成18年9月30日 平成18年12月7日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年5月18日 
取締役会 

普通株式 416 利益剰余金 9 平成19年3月31日 平成19年6月7日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

＊１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

＊１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と、連結貸借対照表

に記載されている現金及び預金勘定の残高とは一致

している。 

同左 

────── ＊２．株式の追加取得により新たに連結子会社となった

会社の資産及び負債の主な内訳 

  株式の追加取得により新たにスペーシア㈱を連結し

たことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並び

に株式の取得価額と取得のための支出（純額）との

関係は次のとおりである。 
  

流動資産 882百万円

固定資産 71 

のれん 22 

流動負債 △611 

固定負債 △0 

少数株主持分 △118 

当社持分相当純資産額 246 

連結上の帳簿価額 △171 

株式の取得価額 75 

現金及び現金同等物 △37 

差引：株式取得のための支出 37 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

9 6 3

工具器具備品 262 111 150

合計 271 117 153

取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

54 34 19 

工具器具備品 279 205 73 

合計 333 240 93 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 84百万円

１年超 69 

合計 153 

１年以内 75百万円

１年超 18 

合計 93 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

る。 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過 リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

る。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 88百万円

減価償却費相当額 88 

支払リース料 97百万円

減価償却費相当額 97 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

同左 



（有価証券関係） 

Ⅰ 前連結会計年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日現在） 

（注）当連結会計年度において、株式１銘柄１百万円の減損処理を行っている。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、30％～

50％程度下落した場合には、個別銘柄ごとに回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行なうこととし

ている。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日現在） 

その他有価証券 

  

 

    
取得原価
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

① 株式 2,214 4,663 2,449 

② 債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 10 10 0 

その他 － － － 

③ その他 5 11 6 

小計 2,229 4,686 2,456 

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 

① 株式 14 14 △0 

② 債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 3 2 △0 

その他 － － － 

③ その他 － － － 

小計 17 17 △0 

合計 2,247 4,703 2,455 

  売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

  21 6 － 

  非上場株式 1,283百万円  

  投資事業有限責任組合への出資 141百万円  



４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成18年３月31日現在） 

  

Ⅱ 当連結会計年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在） 

（注）当連結会計年度において、株式１銘柄１百万円の減損処理を行っている。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、30％～

50％程度下落した場合には、個別銘柄ごとに回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行なうこととし

ている。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 

  

 

        （単位：百万円）

      １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 

  ① 債券   

  国債・地方債等   － － － 

  社債   － 13 － 

  その他   － － － 

  ② その他   － 11 － 

  合計   － 25 － 

    
取得原価
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

① 株式 2,446 4,499 2,053 

② 債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 10 10 0 

その他 － － － 

③ その他 5 10 5 

小計 2,461 4,521 2,059 

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 

① 株式 138 131 △6 

② 債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 3 2 △0 

その他 － － － 

③ その他 － － － 

小計 141 134 △6 

合計 2,602 4,655 2,052 

  売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

  312 142 － 



３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日現在） 

その他有価証券 

  

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成19年３月31日現在） 

  

  

  次へ 

  非上場株式 1,283百万円  

  投資事業有限責任組合への出資 211百万円  

        （単位：百万円）

      １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 

  ① 債券   

  国債・地方債等   － － － 

  社債   2 10 － 

  その他   － － － 

  ② その他   10 － － 

  合計   13 10 － 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．取引の内容・取組方針・利用目的 １．取引の内容・取組方針・利用目的 

当グループは、輸出入取引に係る為替変動のリスク

を軽減するため、原則として当該取引高の範囲内に

おいて為替予約取引を利用している。また、一部の

海外子会社では、通貨オプション取引で予約相場に

一定の幅を有する先物為替予約を行っている。これ

らについては相場変動による市場リスクはあるが、

いずれも変動要因の固定化を計る方針でデリバティ

ブ取引を行っている。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っている。 

同左 

①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、振

当処理の要件を満たしている為替予約等については

振当処理によっている。 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…デリバティブ取引（為替予約取引、

通貨オプション取引） 

・ヘッジ手段…同左 

・ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務、外貨建予定取

引 

・ヘッジ対象…同左 

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

為替変動によるリスクを軽減する目的で、当該取引

高の範囲内において利用する。 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の時価変動額の累計額とヘッジ対象の時

価変動額の累計額を比較して有効性の判定を行って

いる。 

同左 

２．取引に係るリスクの内容 ２．取引に係るリスクの内容 

為替予約及び通貨オプション取引を行う契約先はい

ずれも信用度の高い銀行であるため、相手方の契約

不履行によるリスクはほとんどないと認識してい

る。 

主な利用会社としては、積水樹脂㈱、積水樹脂イン

ターナショナル㈱、セキスイジュシB.V.である。 

同左 

３．取引に係るリスク管理体制 ３．取引に係るリスク管理体制 

為替予約取引及び通貨オプション取引は、輸出入業

務を担当する部門で行っており、各社管理部門が予

約実施状況の管理をしている。取引の実施状況につ

いては各社管理部門担当役員に報告している。な

お、予約契約額及び想定元本残高が30百万円超（邦

貨換算）のものについては、当社管理部門担当役員

に報告している。 

同左 



２．取引の時価等に関する事項 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

開示すべき取引残高がないため、記載していない。な

お、ヘッジ会計が適用されているものについては、注記

の対象から除いている。 

同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けている。また、従業

員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。 

 なお、一部の連結子会社において適格退職年金制度を採用している。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  

  

３．退職給付費用に関する事項 

  

  

 

  
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

イ．退職給付債務（百万円） △7,983 △8,115 

ロ．年金資産（百万円） 4,361 4,596 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）（百万円） △3,622 △3,519 

ニ．未認識数理計算上の差異（百万円） △197 △235 

ホ．未認識過去勤務債務（債務の減額） 
（百万円） 

△428 △285 

ヘ．連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) 
（百万円） 

△4,248 △4,039 

ト．前払年金費用（百万円） － － 

チ．退職給付引当金（ヘ－ト）（百万円） △4,248 △4,039 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

（注）子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便

法を採用している。 

  （注）         同左           

  前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

イ．勤務費用（百万円） 234 227 

ロ．利息費用（百万円） 171 173 

ハ．期待運用収益（百万円） △124 △152 

ニ．数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 89 23 

ホ．過去勤務債務の費用処理額（百万円） △142 △142 

へ．退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 
（百万円） 

228 128 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「イ．勤務費用」に計上している。 

  （注）         同左           



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 

  前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

ロ．割引率（％） 2.3 同左 

ハ．期待運用収益率（％） 3.5 同左 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 ５年（発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法による。） 

同左 

ホ．数理計算上の差異の処理年数 10年（各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定

額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理している。） 

同左 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載している。 

  

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数

に換算して記載している。 

① ストック・オプションの数 

  

 

  
平成14年

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

当社取締役          10名
当社執行役員          9名 
当社使用人          228名 
当社子会社取締役並びに使用人  29名 

当社取締役           10名 
当社執行役員          11名 
当社使用人          225名 
当社子会社取締役並びに使用人  67名 

ストック・オプション数
（注） 

普通株式   896,000株 普通株式   897,000株 

付与日 平成14年８月26日（発行日） 平成16年８月25日（発行日） 

権利確定条件 
付与日（平成14年８月26日）以降、権利
確定日（平成16年６月30日）まで継続し
て勤務していること 

付与日（平成16年８月25日）以降、権利
確定日（平成18年６月30日）まで継続し
て勤務していること 

対象勤務期間 
平成14年８月26日から 
平成16年６月30日まで 

平成16年８月25日から
平成18年６月30日まで 

権利行使期間 権利行使確定後３年以内 権利行使確定後３年以内 

  
平成14年

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

権利確定前 （株） 

前連結会計年度末   － 885,000 

付与   － － 

失効   － 26,000 

権利確定   － 859,000 

未確定残   － － 

権利確定後 （株） 

前連結会計年度末   240,000 － 

権利確定   232,000 859,000 

権利行使   150,000 146,000 

失効   8,000 8,000 

未行使残   82,000 705,000 



② 単価情報 

（注）会社法の施行前に付与されたストックオプションであるため、記載していない。 

 

    
平成14年

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 431 716 

行使時平均株価 （円） 906 897 

公正な評価単価（付与日）（円）（注） － － 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （注） 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 

  

  

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

  
（繰延税金資産）  

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,713百万円

減損損失 445 

賞与引当金損金算入限度超過額 353 

関係会社株式評価損 301 

役員退職慰労引当金否認額 205 

未払事業税否認 131 

貸倒引当金損金算入限度超過額 128 

繰越欠損金 124 

未実現利益に係る一時差異 95 

ゴルフ会員権評価損 51 

その他 155 

繰延税金資産小計 3,706 

評価性引当額 △330 

繰延税金資産合計 3,375 

    

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △1,001 

固定資産圧縮積立金 △402 

特別償却準備金 △67 

債権債務の相殺消去により減額修正さ
れた貸倒引当金 

△19 

その他 △47 

繰延税金負債合計 △1,538 

    

繰延税金資産の純額 1,836 

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 1,631百万円

減損損失 425 

関係会社株式評価損 398 

賞与引当金 353 

未払事業税否認 156 

貸倒引当金損金算入限度超過額 132 

役員退職慰労引当金 97 

繰越欠損金 96 

未実現利益に係る一時差異 96 

たな卸資産評価損 61 

その他 149 

繰延税金資産小計 3,600 

評価性引当額 △278 

繰延税金資産合計 3,321 

    

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △820 

固定資産圧縮積立金 △398 

特別償却準備金 △61 

債権債務の相殺消去により減額修正さ
れた貸倒引当金 

△22 

その他 △47 

繰延税金負債合計 △1,350 

    

繰延税金資産の純額 1,971 

  
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 
  

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

  流動資産－繰延税金資産 557百万円  流動資産－繰延税金資産 601百万円

  固定資産－繰延税金資産 1,379 〃   固定資産－繰延税金資産 1,459 〃 

  流動負債－繰延税金負債 － 〃   流動負債－繰延税金負債 － 〃 

  固定負債－その他（繰延税金負債） △100 〃   固定負債－その他（繰延税金負債） △88 〃 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため注

記を省略している。 

同左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分は内部管理上の区分によっている。 

２．各事業区分に属する主要な製品は次のとおり。 

(1)道路・都市環境関連事業… 防音壁材、道路標識、サイン・看板、路面標示材、電子システム関連製品、交通安全資

材、太陽電池製品、ソーラーモジュール、防護柵、高欄、公園資材、人工木材、照明灯、

シェルター、人工芝等 

(2)住建生活・産業関連事業… メッシュフェンス、住宅部材、手摺関連製品、外構製品、装飾建材、アルミ樹脂複合板、

店舗什器、物干用品、家庭用はかり、ホース、長さ計測器、農業資材、施設園芸資材、梱

包資機材、ストレッチフィルム、デジタルピッキングシステム等 

(3)その他事業…………………損害保険代理業他 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は946百万円である。その主なものは、当社の販売

費・一般管理費及び開発試験研究費の一部である。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,028百万円である。その主なものは、当社での長期投資資

金（投資有価証券等）及び当社管理部門に係る資産等である。 

５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれている。 

  

 

  
道路・都市
環境関連事
業(百万円) 

住建生活・
産業関連事
業(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 25,773 34,730 335 60,839 － 60,839

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ 157 18 175 (175) －

計 25,773 34,888 353 61,014 (175) 60,839

営業費用 23,249 31,375 323 54,948 771 55,719

営業利益 2,523 3,512 29 6,066 (946) 5,119

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損
失及び資本的支出 

   

資産 31,760 41,725 321 73,807 8,028 81,835

減価償却費 720 1,184 3 1,908 － 1,908

減損損失 1,101 15 － 1,117 － 1,117

資本的支出 501 1,036 2 1,540 － 1,540



当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分は内部管理上の区分によっている。 

２．各事業区分に属する主要な製品は次のとおり。 

(1)道路・都市環境関連事業… 防音壁材、道路標識、サイン・看板、路面標示材、電子システム関連製品、交通安全資

材、太陽電池製品、ソーラーモジュール、防護柵、高欄、公園資材、人工木材、照明灯、

シェルター、人工芝等 

(2)住建生活・産業関連事業… メッシュフェンス、住宅部材、手摺関連製品、外構製品、装飾建材、アルミ樹脂複合板、

店舗什器、物干用品、家庭用はかり、ホース、長さ計測器、農業資材、施設園芸資材、梱

包資機材、ストレッチフィルム、組立システムパイプ、デジタルピッキングシステム等 

(3)その他事業…………………損害保険代理業他 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,050百万円である。その主なものは、当社の販

売費・一般管理費及び開発試験研究費の一部である。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,106百万円である。その主なものは、当社での長期投資資

金（投資有価証券等）及び当社管理部門に係る資産等である。 

５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれている。 

６．会計方針の変更 

（役員賞与に関する会計基準） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号平成17年11月29日）を適用している。この結果、従来の方法に比べて、「消去又は

全社」の営業費用は82百万円増加し、営業利益が同額減少している。 

  

 

  
道路・都市
環境関連事
業(百万円) 

住建生活・
産業関連事
業(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 26,479 37,916 369 64,765 － 64,765

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ 182 19 202 (202) －

計 26,479 38,098 389 64,968 (202) 64,765

営業費用 23,495 34,561 374 58,431 848 59,279

営業利益 2,984 3,537 15 6,536 (1,050) 5,486

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出 

   

資産 30,970 41,602 238 72,812 8,106 80,918

減価償却費 709 1,296 3 2,008 － 2,008

資本的支出 349 2,699 1 3,050 － 3,050



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えて

いるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えて

いるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 重要性がないため、記載していない。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 重要性がないため、記載していない。 

  

 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

  

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 968円99銭

１株当たり当期純利益 62円00銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 61円52銭

１株当たり純資産額 1,016円00銭

１株当たり当期純利益 66円90銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 66円50銭

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益    

当期純利益（百万円） 2,930 3,078 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 82 － 

（うち役員賞与） ( 82) ( －) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,847 3,078 

期中平均株式数（千株） 45,934 46,017 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    

当期純利益調整額（百万円） △0 △0 

（うち支払利息(税額相当額控除後)） ( －) ( －) 

（うち持分法による投資利益） (△0) (△0) 

普通株式増加数（千株） 355 278 

（うち新株予約権） ( 347) ( 278) 

（うち自己株式譲渡方式によるストッ

クオプション） 
(  7) (  －) 

（うち持分法適用の関連会社による新

株予約権） 
(  －) (  0) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

────── 

  

────── 

  

  



⑤【連結附属明細表】 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりである。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はない。 

  

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 4,212 3,652 1.1 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 5,000 0 4.1 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3 502 1.2
平成20年9月20日

～ 
平成26年3月20日 

合計 9,217 4,156 － － 

    
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

  長期借入金 0 500 0 0 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  

 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     13,094 7,713 

２．受取手形 ＊1,8   9,305 10,909 

３．売掛金 ＊1   12,898 13,191 

４．有価証券     － 13 

５．商品     147 168 

６．製品     2,863 2,800 

７．原材料     1,125 1,024 

８．仕掛品     352 306 

９．貯蔵品     151 147 

10．繰延税金資産     354 376 

11．関係会社短期貸付金     1,824 1,899 

12．未収入金 ＊1   1,455 1,523 

13．立替金 ＊1   － 1,039 

14．その他     257 96 

貸倒引当金     △57 △68 

流動資産合計     43,772 59.1 41,141 57.2

Ⅱ 固定資産      

(1)有形固定資産 ＊2    

１．建物   11,479 12,162  

減価償却累計額   7,324 4,155 7,531 4,630 

２．構築物   2,185 2,261  

減価償却累計額   1,671 513 1,731 529 

３．機械及び装置   15,561 15,548  

減価償却累計額   12,483 3,077 12,768 2,779 

４．車両運搬具   486 465  

減価償却累計額   390 96 368 96 

       



  

 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

５．工具器具備品   5,406 5,417  

減価償却累計額   4,837 568 4,855 561 

６．土地     6,143 6,140 

７．建設仮勘定     54 24 

有形固定資産合計     14,609 19.8 14,763 20.5

(2)無形固定資産      

１．特許権     4 9 

２．借地権     53 53 

３．商標権     0 3 

４．意匠権     0 0 

５．ソフトウェア     69 72 

６．その他     42 42 

無形固定資産合計     170 0.2 180 0.3

(3）投資その他の資産      

１．投資有価証券     5,669 5,703 

２．関係会社株式     5,315 5,591 

３．関係会社出資金     507 507 

４．関係会社長期貸付金     1,556 1,494 

５．従業員長期貸付金     27 49 

６．保証金・敷金     451 447 

７．更生債権等 ＊5   94 67 

８．長期前払費用     0 － 

９．繰延税金資産     1,958 2,012 

10．その他     187 219 

貸倒引当金     △278 △261 

投資その他の資産合計     15,489 20.9 15,830 22.0

固定資産合計     30,269 40.9 30,775 42.8

資産合計     74,041 100.0 71,916 100.0

       



  
 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．支払手形 ＊1,8   5,075 5,946 

２．買掛金 ＊1   8,953 8,391 

３．一年以内に返済予定の
長期借入金 

    5,000 0 

４．未払金 ＊1   1,801 1,852 

５．未払消費税等     197 229 

６．未払法人税等     1,282 1,479 

７．未払費用     203 197 

８．預り金 ＊1   1,691 2,641 

９．預り保証金     1,355 1,476 

10．賞与引当金     397 379 

11．役員賞与引当金     － 60 

流動負債合計     25,960 35.1 22,656 31.5

Ⅱ 固定負債      

１．長期借入金     3 2 

２．退職給付引当金     3,916 3,695 

３．役員退職慰労引当金     479 209 

固定負債合計     4,398 5.9 3,908 5.4

負債合計     30,359 41.0 26,564 36.9

       



  

 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ＊4   12,334 16.7 － －

Ⅱ 資本剰余金      

１．資本準備金   13,119 －  

２．その他資本剰余金      

(1）自己株式処分差益   0 －  

資本剰余金合計     13,120 17.7 － －

Ⅲ 利益剰余金      

１．利益準備金   957 －  

２．任意積立金      

(1）固定資産圧縮積立金   168 －  

(2）特別償却準備金   0 －  

(3）別途積立金   8,500 －  

３．当期未処分利益   7,776 －  

利益剰余金合計     17,403 23.5 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    1,464 2.0 － －

Ⅴ 自己株式 ＊6   △641 △0.9 － －

資本合計     43,682 59.0 － －

負債・資本合計     74,041 100.0 － －

       



  

  

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 12,334 17.1

２．資本剰余金      

(1)資本準備金   － 13,119  

(2)その他資本剰余金   － 23  

資本剰余金合計     － － 13,143 18.3

３．利益剰余金      

(1)利益準備金   － 957  

(2)その他利益剰余金      

固定資産圧縮積立金   － 579  

別途積立金   － 8,500  

繰越利益剰余金   － 9,130  

利益剰余金合計     － － 19,167 26.7

４．自己株式     － － △513 △0.7

株主資本合計     － － 44,132 61.4

Ⅱ 評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

    － － 1,219 1.7

評価・換算差額等合計     － － 1,219 1.7

純資産合計     － － 45,352 63.1

負債純資産合計     － － 71,916 100.0

       



②【損益計算書】 

  

 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高      

(1)製品売上高   44,653 45,959  

(2)商品売上高   5,134 49,788 100.0 4,613 50,573 100.0

Ⅱ 売上原価      

(1)製品売上原価      

１．製品期首たな卸高   3,127 2,863  

２．当期製品製造原価 ＊5 30,968 32,376  

合計   34,095 35,240  

３．他勘定振替高 ＊1 288 303  

４．製品期末たな卸高   2,863 30,942 2,800 32,135 

(2)商品売上原価      

１．商品期首たな卸高   202 147  

２．当期商品仕入高 ＊5 4,396 4,057  

合計   4,599 4,204  

３．他勘定振替高 ＊2 20 26  

４．商品期末たな卸高   147 4,432 168 4,009 

売上原価合計     35,375 71.1 36,145 71.5

売上総利益     14,413 28.9 14,427 28.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ＊5    

１．運賃   2,398 2,398  

２．広告宣伝費   729 742  

３．特売費   685 733  

４．貸倒引当金繰入額   21 8  

５．役員報酬   84 79  

６．従業員給料手当   1,443 1,432  

７．賞与   123 126  

８．賞与引当金繰入額   342 326  

９．役員賞与引当金繰入額   － 60  

10．退職給付引当金繰入額   76 △4  

11．役員退職慰労引当金繰
入額 

  52 81  



  

 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

12．法定福利・厚生費   405 407  

13．賃借料   635 620  

14．減価償却費   76 62  

15．旅費交通費   407 394  

16．支払手数料   817 828  

17．商標使用料 ＊3 18 18  

18．開発試験研究費 ＊4 1,708 1,610  

19．その他   599 10,627 21.3 594 10,521 20.8

営業利益     3,785 7.6 3,906 7.7

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   98 103  

２．有価証券利息   4 0  

３．受取配当金 ＊5 374 302  

４．受取賃貸料 ＊5 445 477  

５．雑益   164 1,087 2.2 160 1,044 2.1

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   225 211  

２．固定資産賃貸費用   361 395  

３．雑損   107 695 1.4 104 711 1.4

経常利益     4,178 8.4 4,239 8.4

Ⅵ 特別利益      

１．投資有価証券売却益   － 142  

２．固定資産売却益 ＊6 1,297 1,297 2.6 45 187 0.3

Ⅶ 特別損失      

１．関係会社株式評価損   39 240  

２．固定資産売却及び除却
損 

＊7 66 65  

３．減損損失 ＊8 1,056 1,162 2.3 － 305 0.6



  

 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

税引前当期純利益     4,313 8.7 4,120 8.1

法人税、住民税及び事
業税 

  1,603 1,512  

法人税等調整額   167 1,770 3.6 91 1,603 3.1

当期純利益     2,543 5.1 2,516 5.0

前期繰越利益     5,509 － 

中間配当額     275 － 

当期未処分利益     7,776 － 

       



製造原価明細書 

  

製造原価明細書脚注 

  

  

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費     24,051 77.2 25,200 77.5

Ⅱ 労務費     47 0.1 56 0.2

Ⅲ 経費      

１．減価償却費   770 773  

２．外注加工費   1,933 2,167  

３．支払手数料   2,286 2,228  

４．荷造包装費   532 548  

５．その他の経費   1,551 7,074 22.7 1,540 7,259 22.3

当期総製造費用     31,172 100.0 32,516 100.0

仕掛品期首たな卸高     326 352 

合計     31,499 32,868 

他勘定振替高 ＊1   177 185 

仕掛品期末たな卸高     352 306 

当期製品製造原価     30,968 32,376 

番号 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

＊１ 他勘定振替高の主なものは、原材料加工費・販売費

及び一般管理費（運賃、特売費）への振替である。 

同左 

 ２ 原価計算の方法は、製品別総合原価計算による。 同左 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  

 

    
前事業年度

（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

Ⅰ 当期未処分利益   7,776

Ⅱ 任意積立金取崩額  

１．固定資産圧縮積立金取
崩額 

  5

２．特別償却準備金取崩額   0 6

合計   7,783

Ⅲ 利益処分額  

１．利益配当金   414

２．役員賞与金   62

   
(監査役分 
 5百万円を含む) 

３．固定資産圧縮積立金   422 898

Ⅳ 次期繰越利益   6,885



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  次へ 

  

株主資本
評価・ 
換算 
差額等 

純資産
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式 

株主 
資本 
合計 

その他 
有価 
証券 
評価 
差額金 

資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金

固定
資産 
圧縮 
積立金 

特別
償却 

準備金 

別途
積立金 

繰越
利益 

剰余金 

平成18年３月31日 
残高（百万円） 

12,334 13,119 0 957 168 0 8,500 7,776 △641 42,217 1,464 43,682

事業年度中の変動額            

固定資産圧縮積立
金取崩額(注) 

        △5 5 －   －

固定資産圧縮積立
金取崩額 

        △5 5 －   －

固定資産圧縮積立
金積立額(注) 

        422 △422 －   －

特別償却準備金取
崩額(注) 

        △0 0 －   －

剰余金の配当(注)         △414 △414   △414

剰余金の配当         △276 △276   △276

役員賞与(注)         △62 △62   △62

当期純利益         2,516 2,516   2,516

自己株式の取得         △18 △18   △18

自己株式の処分     22   146 169   169

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 

          △245 △245

事業年度中の変動額
合計（百万円） 

－ － 22 － 411 △0 － 1,353 127 1,915 △245 1,669

平成19年３月31日 
残高（百万円） 

12,334 13,119 23 957 579 － 8,500 9,130 △513 44,132 1,219 45,352



重要な会計方針 

  

 

  
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準

及び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 (1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法に基づく原価法 同左 

  (2)その他有価証券 (2)その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定している。） 

決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定している。） 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法に基づく原価法 同左 

２．デリバティブの評価

基準及び評価方法 

時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基

準及び評価方法 

月別移動平均法に基づく原価法 同左 

４．固定資産の減価償却

の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法を採用している。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用している。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。 

同左 

  建物及び構築物     ３年～47年 

機械装置及び車両運搬具 ４年～13年 

同左 

  (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

  定額法を採用している。 

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいている 

同左 

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により計上し

ており、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上している。 

同左 

  (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため、当期

間に対応する支給見積額を計上してい

る。 

同左 

  (3)      ───── (3)役員賞与引当金 

    役員の賞与支給に備えるため、当事業

年度に対応する支給見積額を計上して

いる。 



  

 

  
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4)退職給付引当金 (4)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上してい

る。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により費用処理

している。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理している。 

同左 

  (5)役員退職慰労引当金 (5)役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

している。 

同左 

６．リース取引の処理方

法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に準じ

た会計処理によっている。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

  原則として繰延ヘッジ処理によってい

る。 

なお、振当処理の要件を満たしている

為替予約については振当処理によって

いる。 

同左 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 同左 

  デリバティブ取引（為替予約取引）   

  ・ヘッジ対象   

  外貨建金銭債権債務及び外貨建予定

取引 

  

  (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 

  為替変動によるリスクを軽減する目的

で、当該取引高の範囲内において利用

する。 

同左 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ手段の時価変動額の累計額とヘ

ッジ対象の時価変動額累計額を比較し

て有効性の判定を行っている。 

同左 

８．その他財務諸表作成

のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理について 消費税等の会計処理について 

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜き方式によっている。 

同左 



会計方針の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ───── 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月

31日）を適用している。これにより経常利益が20百

万円増加し、税引前当期純利益が1,035百万円減少

している。 

  

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務

諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除して

いる。 

  

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準） 

   当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用してい

る。従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、

45,352百万円である。 

   なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の

部については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正

後の財務諸表等規則により作成している。 

───── （役員賞与に関する会計基準） 

   当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用

している。 

   この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が60百万円減少してい

る。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── 

  

  

  

  

（貸借対照表） 

前事業年度において流動資産の「その他」に含めて表示

していた「立替金」（前事業年度１３９百万円）は、総

資産の１００分の１を超えたため、区分掲記している。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

 

番号 
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度

（平成19年３月31日） 

＊１ 関係会社に係る注記 関係会社に係る注記 

  区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 

  
  

  

       (百万円)

受取手形 1,103  買掛金 1,827

売掛金 2,147  未払金 1,238

未収入金 1,123  預り金 1,648

       (百万円)

受取手形 1,223  支払手形 136

売掛金 2,269  買掛金 1,720

未収入金 1,252  未払金 1,255

立替金 1,038  預り金 2,586

＊２ 建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具及び工具

器具備品の取得価額からそれぞれ次の圧縮記帳額が

控除されている。 

建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具及び工具

器具備品の取得価額からそれぞれ次の圧縮記帳額が

控除されている。 

  
  
建物 54百万円

構築物 14 

機械及び装置 26 

車両運搬具 0 

工具器具備品 1 

計 97 

建物 54百万円

構築物 14 

機械及び装置 26 

車両運搬具 0 

工具器具備品 1 

計 97 

 ３ 保証債務 保証債務 

  金融機関からの借入債務に対する保証 金融機関からの借入債務に対する保証 

  
  

  

（関係会社）   

無錫信諾積水樹脂有限公司 35百万円

（関係会社）   

セキスイジュシ Ｂ．Ｖ． 146百万円

無錫信諾積水樹脂有限公司 27 

  
＊４ 

  
会社が発行する株式の総数  

  普通株式128,380,000株

────── 

  「株式の消却が行われた場合には、これに相当す

る株式数を減ずる」旨を定款に定めている。 

  

  
  
発行済株式の総数 普通株式 47,313,598株   

＊５ 財務諸表等規則第32条第１項第10号の債権である。 同左 

＊６ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

1,309,521株である。 

────── 

 ７ 配当制限 ────── 

  商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は1,464

百万円である。 

  

＊８ ────── 当事業年度末日の満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理している。 

なお、当事業年度末日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が当事業年度末日の残高に含まれ

ている。 
  
受取手形 929百万円

支払手形 436 



（損益計算書関係） 

  

 

番号 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

＊１ 他勘定振替高は、主に販売費及び一般管理費（広告

宣伝費・開発試験研究費）への振替並びに試作品か

らの振替である。 

同左 

＊２ 他勘定振替高は、主に販売費及び一般管理費（広告

宣伝費）への振替である。 

同左 

＊３ 商標使用料は、標章使用許諾に関する契約に基づ

き、積水化学工業㈱に支払うべきものを計上してい

る。 

同左 

  
＊４ 

  
一般管理費に含まれる研究開発費 1,708百万円 一般管理費に含まれる研究開発費 1,610百万円

＊５ 関係会社に係る注記 関係会社に係る注記 

  各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりである。 

各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりである。 

  
  
仕入高及び外注加工費等 18,527百万円

受取配当金 328 

受取賃貸料 530 

仕入高及び外注加工費等 19,316百万円

受取配当金 217 

受取賃貸料 590 

＊６ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

  
  
土地 1,297百万円

機械及び装置他 0 

土地 43百万円

車両運搬具他 2 



  

 

番号 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

＊７ 固定資産売却及び除却損の内訳は次のとおりであ

る。 

固定資産売却及び除却損の内訳は次のとおりであ

る。 

  
  

  

  (除却損) (売却損) 

工具器具備品 12百万円 －百万円

機械及び装置 43 － 

車両運搬具他 9 1 

  (除却損) (売却損) 

工具器具備品 11百万円 －百万円

機械及び装置 31 － 

建物及び構築物 13 － 

車両運搬具他 7 1 

＊８ 減損損失 ────── 

  当事業年度において、当社は以下の資産について減

損損失を計上している。 

  

  
  

用途 

  

場所 

  

種類 

  

減損損失 

(百万円) 

遊休 

資産 

鹿児島県 

鹿児島市 
土地 624 

北海道 

三笠市 

土地、 

建物他 
244 

広島県 

庄原市 
土地 90 

宮崎県 

都城市 
土地 40 

茨城県 

土浦市 

土地、 

建物他 
33 

宮城県 

柴田郡 

柴田町 

土地 24 

  当社は、管理会計上で収支を把握している事業部単

位をグルーピングの単位としている。ただし、将来

の使用が見込まれていない遊休資産については、個

別の資産グループとして取り扱っている。その結

果、上記の資産について、市場価格の著しい下落が

認められたため、当該資産の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額1,056百万円を減損損失

として特別損失に計上した。その内訳は、土地827

百万円、建物他228百万円である。 

なお、当該資産の回収可能価額は、土地については

主として固定資産税評価額、建物他については主と

して税法基準に基づく残存価額を正味売却価額とし

て算定している。 

  



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加21千株は、単元未満株式の買取りによる増加21千株である。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少296千株は、ストック・オプションの行使による減少296千株、単元未満株式の買増請

求による減少0千株である。 

  

  

  次へ 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式(注) 1,309 21 296 1,035 

合計 1,309 21 296 1,035 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

工具器具備品 252 104 147

取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

工具器具備品 251 185 65 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 81百万円

１年超 66 

合計 147 

１年以内 61百万円

１年超 4 

合計 65 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

る。 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定している。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 81百万円

減価償却費相当額 81 

支払リース料 80百万円

減価償却費相当額 80 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

同左 



（有価証券関係） 

子会社及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 

区分 

前事業年度
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

貸借対照表計
上額(百万円) 

時価 
（百万円） 

差額
（百万円） 

貸借対照表計
上額(百万円)

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

関連会社株式 554 772 218 554 534 △19

合計 554 772 218 554 534 △19



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 

  

 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

  

  

（繰延税金資産）  

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,589百万円

関係会社株式評価損 1,142 

減損損失 420 

役員退職慰労引当金否認額 194 

賞与引当金損金算入限度超過額 161 

未払事業税否認 110 

貸倒引当金損金算入限度超過額 110 

ゴルフ会員権評価損 47 

その他 105 

繰延税金資産小計 3,883 

評価性引当額 △169 

繰延税金資産合計 3,713 

    

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △1,001 

固定資産圧縮積立金 △399 

繰延税金負債合計 △1,400 

    

繰延税金資産の純額 2,313 

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 1,500百万円

関係会社株式評価損 1,240 

減損損失 401 

賞与引当金 154 

未払事業税否認 127 

貸倒引当金損金算入限度超過額 111 

役員退職慰労引当金 85 

たな卸資産評価損 50 

ゴルフ会員権評価損 48 

その他 55 

繰延税金資産小計 3,774 

評価性引当額 △169 

繰延税金資産合計 3,604 

    

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △820 

固定資産圧縮積立金 △395 

繰延税金負債合計 △1,216 

    

繰延税金資産の純額 2,388 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と 

 の間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため 

 注記を省略している。 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 948円18銭

１株当たり当期純利益 53円94銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 53円53銭

１株当たり純資産額 979円99銭

１株当たり当期純利益 54円61銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 54円29銭

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益    

当期純利益（百万円） 2,543 2,516 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 62 － 

（うち利益処分による役員賞与） (   62) (   －) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,481 2,516 

期中平均株式数（千株） 46,002 46,085 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 355 278 

（うち新株予約権） ( 347) ( 278) 

（うち自己株式譲渡方式によるストッ

クオプション） 
(  8) (  －) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

────── 

  

  

  

  

────── 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【債券】 

  

 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

UFJ Capital Finance4 Ltd(SR-A) 100 1,000 

積水化成品工業㈱ 1,688,000 725 

積水ハウス㈱ 366,119 671 

タキロン㈱ 1,039,000 430 

㈱トクヤマ 180,680 372 

岩崎電気㈱ 1,217,000 349 

四国化成工業㈱ 443,000 311 

日本ペイント㈱ 450,750 298 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 193 257 

㈱アルテス 39,800 156 

その他５０銘柄 1,581,754 908 

小計 7,006,396 5,481 

計 7,006,396 5,481 

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額 

（百万円） 

有価証券 
その他有
価証券 

サンウェーブ工業㈱第４回転換社債 3 2 

小計 3 2 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

川崎重工業㈱第８回転換社債 10 10 

小計 10 10 

計 13 13 



【その他】 

  

  

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額 

（百万円） 

有価証券 
その他有
価証券 

(投資信託受益証券) 

証券投資信託受益証券（１銘柄） 11,290,185 10 

小計 11,290,185 10 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

(投資事業有限責任組合出資金)

ＮＶＣＣ六号投資事業有限責任組合 1 98 

ＮＶＣＣ四号投資事業有限責任組合 1 72 

その他２銘柄 32 40 

小計 34 211 

計 11,290,219 222 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりである。 

  

 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円）

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高 
（百万円）

有形固定資産      

建物 11,479 821 138 12,162 7,531 328 4,630

構築物 2,185 123 46 2,261 1,731 95 529

機械及び装置 15,561 319 332 15,548 12,768 586 2,779

車両運搬具 486 42 63 465 368 36 96

工具器具備品 5,406 234 222 5,417 4,855 226 561

土地 6,143 － 3 6,140 － － 6,140

建設仮勘定 54 1,117 1,147 24 － － 24

有形固定資産計 41,317 2,658 1,955 42,020 27,257 1,272 14,763

無形固定資産      

特許権 － － － 23 13 2 9

借地権 － － － 53 － － 53

商標権 － － － 3 0 0 3

意匠権 － － － 0 0 0 0

ソフトウェア － － － 138 66 27 72

その他（施設利用権） － － － 44 2 0 42

無形固定資産計 － － － 264 83 30 180

長期前払費用 5 － 5 － － 0 －

繰延資産      

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

  建物 ： 土浦つくば工場（つくば製造所） 複合板製造工場棟 792百万円 

  建設仮勘定 ： 土浦つくば工場（つくば製造所） 複合板製造工場棟 745百万円 



２．前期末残高及び当期末残高からそれぞれ次のとおり圧縮記帳額が控除されている。 

  

３．無形固定資産の金額は資産の総額の100分の１以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の

記載を省略している。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権に対する貸倒実績率に基づく洗替による取崩額74百万円、債権回収

等による取崩額2百万円である。 

  

  

    （前期末残高） （当期末残高）   

  建物 54百万円 54百万円  

  構築物 14 14   

  機械及び装置 26 26   

  車両運搬具 0 0   

  工具器具備品 1 1   

    97 97   

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 336 100 28 77 330

賞与引当金 397 379 397 － 379

役員賞与引当金 － 60 － － 60

役員退職慰労引当金 479 81 351 － 209



(2）【主な資産及び負債の内容】 

 当事業年度末（平成19年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりである。 

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

  

期日別内訳 

  

 

区分 金額（百万円）

現金 59 

預金 

当座預金 806 

普通預金 6,845 

別段預金 1 

計 7,654 

合計 7,713 

相手先 金額（百万円）

ユアサ商事㈱ 1,356 

積水樹脂商事㈱ 887 

新和産業㈱ 575 

豊田㈱ 312 

協積産業㈱ 262 

その他 7,515 

合計 10,909 

期日 金額（百万円）

平成19年４月 2,153 

５月 3,589 

６月 1,400 

７月 3,468 

８月以降 297 

合計 10,909 



③ 売掛金 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）１．消費税等の会計処理は税抜き方式を採用しているが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれている。 

２．算出方法 

  

  

④ たな卸資産 

商品 

  

製品 

  

 

相手先 金額（百万円）

積水樹脂商事㈱ 1,606 

ユアサ商事㈱ 896 

東洋エクステリア㈱ 457 

長谷川体育施設㈱ 342 

積水テクノ商事東日本㈱ 335 

その他 9,552 

合計 13,191 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率(％) 滞留期間(日) 

12,898 53,101 52,808 13,191 80.0 89.7 

  
回収率 ＝ 

当期回収高 
 × 100 

  

  前期繰越高 ＋ 当期発生高   

  
滞留期間 ＝ 

（前期繰越高 ＋ 次期繰越高） × 1/2   

  当期発生高 ÷ 365日   

品名 金額（百万円）

住建生活・産業関連 168 

道路・都市環境関連 － 

合計 168 

品名 金額（百万円）

住建生活・産業関連 1,533 

道路・都市環境関連 1,267 

合計 2,800 



原材料 

  

仕掛品 

  

貯蔵品 

  

⑤ 関係会社株式 

  

⑥ 支払手形（設備関係支払手形を含む） 

  

 

品名 金額（百万円）

道路・都市環境関連 532 

住建生活・産業関連 491 

合計 1,024 

品名 金額（百万円）

住建生活・産業関連 181 

道路・都市環境関連 124 

合計 306 

品名 金額（百万円）

荷造包装材料その他 147 

合計 147 

銘柄 金額（百万円）

セキスイジュシＢ.Ｖ. 702 

サンエイポリマー㈱ 674 

日本興業㈱ 554 

近藤化学工業㈱ 424 

積水化学工業㈱ 422 

その他 2,813 

合計 5,591 

相手先 金額（百万円）

日本ペイント工業用コーティング㈱ 846 

㈱近久 439 

大化工業㈱ 428 

月星商事㈱ 259 

㈱津村製作所 178 

その他 3,794 

合計 5,946 



期日別内訳 

  

⑦ 買掛金 

  

⑧ 退職給付引当金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はない。 

  

  

期日 金額（百万円）

平成19年４月 1,620 

５月 1,502 

６月 415 

７月 1,945 

８月以降 462 

合計 5,946 

相手先 金額（百万円）

日新鋼管㈱ 873 

㈱プライムポリマー 499 

積水樹脂インターナショナル㈱ 461 

三井物産㈱ 366 

佐藤金属㈱ 291 

その他 5,898 

合計 8,391 

区分 金額（百万円）

退職給付債務 7,771 

年金資産 △4,596 

その他 520 

合計 3,695 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

（注）１．平成18年６月29日開催の第72回定時株主総会において定款の一部変更が決議され、単元未満株式について、次の権利以外

の権利を行使できない旨を定めている。 

（1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

（2）会社法第166条第１項の定めにより株主の有する取得請求権付株式の取得を当会社に対して請求する権利 

（3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

（4）単元未満株主の売渡請求に関する権利 

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 

10,000株券、1,000株券、500株券、100株券及び100株未満の株数を表示
した株数とする。但し、株式消却のために株式会社証券保管振替機構名
義の不所持申出株式から再発行する株券については、その発行株数を表
示した株券を発行することができる。 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号（注）４
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 同社本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 
１枚につき50円に印紙税相当額を加算した金額
ただし、株券の併合の場合は無料 

単元未満株式の買取り （注）２ 

取扱場所 
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号（注）４
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 同社本店及び全国各支店

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他
やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 
公告掲載ＵＲＬ 
http://www.sekisuijushi.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項なし



２．単元未満株式の買増し 

  

３．株券喪失登録 

４．平成19年２月２日開催の取締役会において、株主名簿管理人事務取扱場所の変更が決議され、上記のとおりとなった。

（平成19年５月７日から実施） 

  

 

  取扱場所 
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号（注）４

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 同社本店及び全国各支店 

  買増手数料 無料 

  受付停止期間 当社基準日の12営業日前から基準日に至るまで 

  取扱場所 
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号（注）４ 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 同社本店及び全国各支店 

  
登録手数料 

  

喪失登録１件につき10,000円 

喪失登録株券１枚につき500円 

  



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第72期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日関東財務局長に提出。 

(2)半期報告書 

（第73期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月27日関東財務局長に提出。 

(3)自己株券買付状況報告書 

平成18年４月10日、平成18年５月12日、平成18年６月15日及び平成18年７月13日関東財務局長に提出。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項なし 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

        

      平成18年６月29日 

積水樹脂株式会社       

  取締役会御中     

  大手前監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大橋  博  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 古谷 一郎  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている積

水樹脂株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

積水樹脂株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の

減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形

で別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

        

      平成19年６月28日 

積水樹脂株式会社       

  取締役会御中     

  大手前監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大橋  博  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 古谷 一郎  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている積

水樹脂株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

積水樹脂株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形

で別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

        

      平成18年６月29日 

積水樹脂株式会社       

  取締役会御中     

  大手前監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大橋  博  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 古谷 一郎  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている積

水樹脂株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第72期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、積水

樹脂株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計方針の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別

途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

        

      平成19年６月28日 

積水樹脂株式会社       

  取締役会御中     

  大手前監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大橋  博  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 古谷 一郎  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている積

水樹脂株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第73期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、積水

樹脂株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別

途保管している。 
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